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はしがき
　「狂乱地価」が言われて久しい。土地問題の基本は所有関係にあるが，昨今のそれは，ほとんど価
格問題に集約された観がある。根本的には所有関係にまで行かなければ，解決できる問題ではないけ
れども，騒がれている中心問題は，しかしながら価格関係であることに相違はない。
　本稿はそのうち農地価格を取り上げ，その変化と農業との関わり合いについてみることにしている。
先の土地問題の土地は，土地一般というより都市の土地を意味しており，地価はすなわち都市の地価
を意味している。その都市の地価と農地価格とは，連動するが如くせざるが如く，経済的には必ずし
も性格を等しくしていない。
　そこで先ず地価上昇の態様について概観し，次いで農地価格の変化の状況をみることにする。そし
て両者に何か関連するところがあるかどうかをみながら，その間に農業との関わりを確かめることに
したい。
　それはともかくとして，地価の高謄は様様な問題を引き起こした。中でも根本的に重要性を持つ問
題として注目されているのが，「公正」に関する問題である。昭和62年度の「経済白書」は，本文と
ほとんど関係の無い文脈ながら，土地問題や税制に対する国民の不満を背景に，経済政策の中に「公
正」という倫理的な考え方を初めて採り入れているが，白書の結びの部分に，「努力したものがむく
われる仕組みを造り上げること」の重要さを説いている。
　白書が「公正」を説かずにおれなかったのは，余りにも「不公正」な現実があるからで，これを表
現を変えて言えば，様様な格差が生まれ，それが次々と拡大して行く，ということであろう。そうな
ると人たち，特に若い人たちの間に「まじめにこつこつ働く」美徳が失われて行く。手足を動かさず
口だけ動かす，人をだます技術が発達，それが極端になると，例の豊田商法や霊感商法のようなこと
になる。
　地価高騰を抑制する方法はあるのかということになると，多くの意見が発表はされているけれども，
残念ながら今のところ決定版は見当たらない。決定版が見当たらないといえば語弊があるかも知れな
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い。むしろ次のように言うべきであろう。すなわち多くの意見の一つ一つは，それぞれそれなりに問
題の一面を明らかにし，対応策を示しているけれども，いずれも部分的な把握に基づくもので，問題
の全体を根本から解決する，といった認識に立っていないということであろう。本稿ではそうした点
に目を注ぐことはもちろん，最終的には農業問題に関わりながら，土地問題，農地問題を考えること
になる。あるいは問題解決の糸口を探ることにもなるかも知れない。
　しかしそうはいっても，地価高騰の原因は複雑であり，それに伴って発生した諸問題も単純ではな
い。土地問題を論じるに当たっては，当然「土地所有」とは何かに触れざるを得ない。そうすること
によってさらに，土地そのもののもつ社会経済的性格を明らかにすることができればいいのであるが，
しかし本稿は，決して土地一般を論じようとしているのではない。農地価格の変動と農業との関係を
本来のテーマとしている。他の部分は必要な限り論及されるもので，従って先ず第一章で，地価一般
の問題に触れてから論考を始めることにする。
1　地価高騰の推移
　（1）地価の変動と高騰の理由
　我が国の市街地価格は，図1のとおり戦前から引き続き，国民総生産ととも上昇してきている。特
に戦後第1，2次に続き第3次暴騰によって，家計部門の土地資産額は昭和62年（1988年以下「昭和」
と西暦年数を省略する）末1，198兆円（58年末595兆円の2倍強）に達した。戦前からの比較では49年
は11年の約8，300倍で，11年から20年までに2倍，31年から40年の問に約6．5倍で，戦後の上り方が激
しい。地価水準と賃銀水準を比べると，住宅地1平方メートル当たり価格は製造業生産労働者平均賃
図一1　戦前戦後全国市街地価格指数の推移
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（備考）1．昭和49年度『国土利用白書』にょる。
　　　2．原資料は経済企画庁r国民所得統計年報』，日本不動産研究
　　　　所r全国市街地価格指数』である。
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b表一1　地価水準の推移
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地価公示価格の対
前年変動率（平均）
平成元
△9．2
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2．4
2．6
7．7
21．7
8．3
　　　　　（％）
iii雅市譜鍛
（55年3月末＝100）
　8．67
（27．3）
23．8
（13。3）
43．2
（19．7）
83．3
（△4。3）
100。0
（8．6）
129．3
（2．8）
133．0
（2．9）
140．2
（5．4）
154．2
（10．0）
165．9
（7．6）
（備考）1．　「地価公示価格」は国土庁調査（毎年1月1
　　　　　日），「全国市街地価格指数数」　（毎年3月，9
　　　　月）は日本不動産研究所調査である。
　　　2．　（）内は対前年増減率である。
　　　3．50年から沖縄県を含む。
まるとともに，不安定な経済時代に入ったのである。
銀の，11年で約11日分，49年で約25日分に相
当する（1）。勤労者の手の届かない価格になっ
てしまった。
　戦後インフレの中で波型を描きながら上昇
してきた市街地価格は，経済の高度成長期に
一つの山を迎えている。表1をみられたい。
35年にはすでに対前年比プラス27．3％と，三
割近い値上がりを示，その後も高い上昇率を
示し続けている。
　その後一時停滞気味で推移したが，「日本
列島改造論」「工場再配置促進法」などで，
再び全国的な土地ブームが湧き起こり，地価
は異常な高騰ぶりを示した。47年末には対前
年同期比30％以上となった。しかし46年のニ
クソンショック，ドルショックは世界経済に
大きな影響を与え，8月には我が国も変動相
場制に移行するなどで，ここに円高時代が始
　地価も急騰，急落と不安定な様相を呈してきた。49年1月1日の公示価格は対前比32．4％で史上最
高の上昇率，50年1月1日は9．　3％の下落で，この下落率は戦後はじめての大きさであるから，官庁
筋ではこれで「土地神話」は崩れた，とみたふしがある（2）。しかしそれが誤りであることは，間もな
く起こる土地ブームによって明らかになった。
　50年の地価急落の原因は，48年10月6日勃発の第4次中東戦争による第1次オイルショックであろ
う。それはこうである。石油価格値上げ，供給削減などが世界の石油事情をゆさぶり，世界経済は混
乱状態に陥り，我が国もその例外ではなかった。しかしそれはやがて諸物価の暴騰になり，48年末の
状況は終戦直後並みで，世にこれを「狂乱物価」と呼んだ。こうしてインフレ傾向が強まる中で空前
の土地ブームが起こり，地価の暴騰が続いたが，国土庁の発足はこうした情勢のさ中，49年6月26日
のこである。
　政府はこうした事態に対応して徹底した総需要抑制政策をとり，石油，電力の消費規制，石油ショ
ックによる輸出競争力の低下などで，ここに戦後初めて，実質経済成長率のマイナスを記録した。し
かし消費者物価の方は逆に24．5％も上昇し，狂乱物価のさなか，いわゆるスタグフレーションが問題
になってきた。明らかに高度成長が終り低成長時代に入ったとみられ，50年には不況が深刻化して，
地価もマイナスを記録することになった。
　しかし土地投機は止まず55年に向け再び騰貴するが，これは経済の先行きへの期待，金利の低下な
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どから，大都市圏住宅用地の取り引きが活発化したためである。そこで政府は関係閣僚会議で供給促
進9項目を決定，①市街化調整区域線引きの見直し，②市街化区域内農地の宅地並み課税の推進，③
住宅金融の充実などを図ることにした。57年からは宅地並み課税強化，譲渡所得の緩和，居住用財産
買替特例制度などが実施され，供給増による地価の抑制が図られた。
　しかし61年には再び上昇気配となり，62年には騰貴にはずみがつき，63年は対前年比21．7％の暴騰
となった。「土地神話」は生きていた。そこで6月28目に「総合土地対策要綱（3）」が閣議決定され，
各種団体も次々と土地対策に関する提言を行っている。要綱の中身はいずれも実現困難なお題目をな
らべているだけで，あとは開発の促進につながるもの，中でも国公有地の利活用をうたったところな
どは，再び土地取引活発化の引き金となり，地価暴騰を誘発する役割の一端を担ったともいえよう。
　（2）地価騰貴の地域差と東京一極集中
　ところで地価の上昇には地域差があり，上昇率が前年を上回るのは六大都市で58年から，その他の
都市では61年からで，図2のとおり騰貴は東京圏商業地に始まり，周辺住宅地に波及，ついで大阪，
名古屋圏から地方都市へと移っている。
　国土庁地価対策検討委員会報告「地価対策に関する提言」（61年12月1日）によれば，東京圏と地
方主要都市における地価騰貴の要因は次のとおりである。（1）東京およびその周辺の商業地　①基本
的構図　情報化，国際化，サービス化等経済構造の変化に伴い，都心部に旺盛な事務所ビル需要発生，
更に周辺区に溢出。②区部の土地売却に伴い多摩地区等への事業用資産の買い替え需要増大。③需要
図一2　最近の地価変動率の推移
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1．経済企画庁調査局編著r平成2年版・目本経済の現況』51ページの図によっ
　て作成した。
2．原資料は国土庁r地価公示』，r都道府県地価調査』，　r国土利用白書』’ﾅある。
3．都市計画区域内のデータで，対前年変動率である。
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表一2　企業の東京集中状況
（単位：社，％）
1昭和45剣 50 55 60
全
東京
東京
???　306（100．0）
　198
（64．7）
　184
（6（〉．・1）
　468
（100．　0）
　295
（63．0）
　276
（59．0）
　635
（100．0）
　388
（61．1）
　359
（56．5）
　857
（100．0）
　533
（62．2）
　495
（57．8）
（備考）　1．　『国税庁統計年報』による。
　　　2．資本金5（｝億円以上の企業である。
　　　3．　（　）内は全国を100とした割合である。
　　　4．　労働大臣官房政策調査部編r東京集中と勤労者生活』
　　　　大蔵省印刷局，7ページ。
増大見込みの不動産業者の手当て買い活発化，転売
利益をねらう土地転がし発生。④都心部国公有地公
開競争入札による高値売却が都心部の地価高騰に影
響。（2）東京及びその周辺の住宅地　①事務所ビル
需要旺盛で都心部等住宅地業務地化，住宅地価格に
商業地価格反映。②都心部住宅地業務地化に伴い，
住宅地買い替え需要周辺等好条件住宅地で増大。③
（1｝の③同様の土地転がし発生。㈲　地方主要都市の
中心商業地　①地方主要都市の行政，経済中核的役
割増大。②OA化対応可能新ビル需要発生，用地取
得活発化。（4）金融緩和状況下民間金融間機関中心
に，前記の動きを支えている。
　ところで産業構造の変化であるが，それに伴い異
業種間のネットワーキングが進み，立地集積の利を
求めて産業・企業・労働人口の東京一極集中が明確
化してきた。表2は企業の集中状況を，図3は東京
圏への人口の転出入状況を示している。都内大学卒
の都内就職率の高まりは表3に明らである。国際化
も一極集中に拍車をかけている。東京はニュ・一・一ヨー
クやロンドンにならぶ国際金融・情報のセンターに
なりつつあり，外国金融機関，商社その他企業が立
地を求めている。（表4）それがまた国内企業の集
中を促進している。国際情報都市化することにより，
東京は24時間フル稼動都市化した。これは空間の3
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　昭和58年以前は厚生省人口問題研究所
　r都道府県人口移動表』（昭和59年），59
　年以降は総務庁統計局r住民基本台帳人
　ロ移動報告年報』（昭和61年）による。
2．表2に同じ。68ページ。
3．東京，埼玉，千葉，神奈川の都県で，
　圏内の移動は除いてある。
一503一
　　　　　　　　　　　　　　　　　明治大学社会科学研究所紀要
表一3　東京都の大学卒就職者の流動状況　　　　　　　　　　表一4　外国企業の東京集中状況
　　　　　　　　　　　（単位：人，％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：社，人％）
魏膝
職者数
昭和53年　　93，465
　54　　　　　98，181
　55　　　　100，004
　56　　　　101，713
　　57　　　　100，313
　58　　　　　97，550
　　59　　　　97，482
　　60　　　　　96，437
　　61　　　　　96，432
　　62194・802
うち都内
に就職し
た者
1，672
58，923
59，938
65，170
63，900
63，393
63，934
63，653
65，758
67，138
比　　率
55．3
60．0
59．9
64．1
63．7
65．0
66．6
66．0
68．2
70．8
1昭和56年［・・i増加釧寄弊
???
（備考）　1．　文部省『学校基本調査』によ
　　　　る。
　　　　2．表2に同じ。4ページ。
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全　国
東京都
都区部
全　国
東京都
都区部
1，809
32，313
1，067
1，260
1，056
21，127
　362
9，696
　198
6，867
　193
6，818
1，970
37，797
1，093
25，066
1，079
24，936
　437
14，272
　184
10，493
　179
10，429
　161
5，484
　26
3，806
　23
3，809
　75
4，576
　△14
3，626
　△14
3，611
100．0
69．4
69．5
83．4
66．1
65．8
（備考）　1．総務庁統計局r事業所統計調査』による。
　　　　2．外国において設立された法人の支店，営業所など
　　　　　で，商法の規定により日本にその事業所等を登記し
　　　　　たもの。
　　　　3．上段は会社数，下段は従業者数である。
　　　　4．前表に同じ。9ページ。
倍利用を意味し，土地の評価を高め地価暴騰の因となる。「中曽根民活」はこうした情勢のさ中に起
こされたもので，これが東京の地価暴騰と，地上げを伴った都市空間の強引な改変の切っかけとなっ
た（4）こと，これは周知のことがらである。
　（3）　東京一極集中の真因
　東京一極集中の根本的原因は日米資本の合作にある。先に羅列した項目は，その結果起こってきた
現象に過ぎない。それはこうである。1950年代後半にまずアメリカで，次に60年代後半にECで，そ
して70年代後半に日本で，経済が飽和状態に陥り消費が頭打ちになった。まず飽和状態に陥ったアメ
リヵでは，モノを作っても国内市場では売れないから，拡大再生産の可能性は期待できない。そこで
ビッグ・ビジネス（ITT．　IBM，フォードなど）の海外進出が始まり，複数国家にまたがって設立さ
れた新タイプの，アメリカ系多国籍企業が誕生したのである。
　これが最初に進出したのはECであるが，ここはもともと発達した経済地域であるから，アメリカ
にっいで1960年代後半には飽和状態に陥ってしまった。そこで次に中南米諸国のメキシコ，ブラジル，
アルゼンチン等へ進出したが，ここは政治的に不安定の上経済的には発展途上国であるから，石油シ
ョックで一たまりもなく経済破綻をきたし，貸倒れや焦げつきのおそれが出てきた。進出僅か10年足
らずのことである。
　次にねらったのが西太平洋地域で，韓国，台湾，シンガポール，中国などである。前三国は経済発
展の可能性があるし，中国は広大な国土に豊富な労働力と資源をもっ。しかしアメリカ本土からは遠
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い上に，人種の全く違う東洋人が相手になる。この地域を確実に掌握できる基地一安全，確実，自由
な基地が欲しい。こうして日本の東京がその基地化されたのである。目本は政治的に安定し経済は
発展している。あとアメリカ資本・企業が自由に行動できる保証を得ればよい。これがアメリヵがま
ず金融・資本の自由化を求めた理由であり，企業活動の自由を妨げる条件の排除，アメリヵン・ウェ
イ・オブ・ライフの強要もまたこれに基づいている。
　日本経済もしかし1970年代後半には飽和状態に陥っている。内需の頭打ちで輸出にドライブがかか
り，中でも対米輸出が激増した。アメリカはパックス・アメリカーナの維持に熱中，製造業は軍需産
業に傾斜し，そのため消費財生産は空洞化してきた。丁度その隙をねらったかっこうになったが，そ
のため日米間に貿易摩擦が激しくなり，日本企業も方向転換を余儀なくされ，新しい活路を求めざる
を得なくなっていた。
　すでに日本企業は輸出で巨額のドルを稼ぎ，そのドルで米国債を買って高い金利を稼いでいたし，
マネーゲームで巨利を懐にしていた。大手証券会社を先頭に日本企業が，このアメリカ資本の方針に
全面的に同調，協力することになった。
　こうしてアメリカをはじめ世界中の資本を東京に集め，西太平洋諸国への資本進出の基地にし，そ
のためには情報を収集，集積しなければならないので情報基地化をはかろう，ということになった。
そのため情報機能完備のビルなど事務所スペースの需要が急増し，東京に未曽有のビル・ラッシュが
起こり，一極集中による地価の暴騰を招いたのである（5）。
　（4）カネ余りとバブル地価
　しかしこうした一連の動向の脊景には，いわゆる「カネ余り」一過剰流動性の問題がある。カネ余
りがマネーゲームを生み出し，様様な波紋をまき起こしている，ということである。本来金融は経済
活動を円滑にするための手段であるが，金融行動そのものが目的化され，経済の実体からみて必要以
上に存在するカネが，最大限の収益を求めて金融資産や不動産に向っているのである。
　マネーゲームは所詮カネ余りという土壌に咲いたあだ花で，カネは実体経済を離れて存在できない
ものであるから，ブームの終息とともにゲームも終るとみるべきであろう。その時金融もモノを作る
手段としての原点に戻る。その時期も近い。太平洋証券常務下村昭彦氏の言である（6）。
　さて金融機関であるが，その不動産貸付残高をみると，49年9月末現在，不動産（財団，船舶を含
む）担保の全国銀行の貸付残高は19兆6，000億円余，表5によれば銀行その他の不動産関係貸付残高
は，62年末50兆1，307億円である。その上住宅金融貸付残高87兆3，112億円を加えると，不動産貸付は
137兆円になる（7）。これは同年のGNPの39．1％，同年末マネーサプライ残高（M・＋CD）の36％を占
めている。さらに建設業に対する貸付の一部，貸金業による貸付，金融業以外の企業による貸付など
がある。これらを加えると右の割合はもっと大きくなる。そのほか不動産業以外の企業の土地資産6
兆3，003億円があり，その多くが金融機関からの借り入れによる。数年前からノンバンクによる不動
産金融の増加（8）が目立っているので，それらをすべて合計すると，土地をめぐるカネの動きが，いか
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表一5　不動産業等貸付残高 （単位：億円）
昭和57年 58 59 60 61 62
　　　　国　　銀　　行蔭信託勘定・
不相　　互　　銀　　行
灘用金庫
業商工組合中央金庫
貸
付日本開発銀行
　　中小企業金融公庫
生命保険会社不動産担保貸付
土地等不動産運用資産
　　小　　　　　　計
　　　　　計
123，965
20，691
21，302
　3，802
　4，970
　1，001
39，795
20，863
60，658
237，389
143，527
（19，562）
23，294
（2，603）
23，475
（2，173）
　4，903
（1，101）
　5，140
　（170）
　1，109
　（108）
42，348
（2，553）
24，067
（3，204）
66，415
（5，757）
267，　863
（30，474）
167，647
（24，120）
25，207
（1，913）
25，621
（2，146）
　5，857
　（954）
　5，038
　（△102）
　1，131
　　（22）
45，063
（2，715）
27，406
（3，339）
72，469
（6，054）
302，970
（35，107）
206，049
（38，420）
29，430
（4，223）
28，237
（2，016）
　6，661
　（804）
　5，070
　　（32）
　1，330
　（199）
46，398
（1，335）
31，962
（4，556）
78，360
（5，891）
355，137
（52，167）
278，452｛
（72，403）
31，410
（1，980）
32，　761
（4，524）
　8，536
（1，875）
　4，636
　（△394）
　1，347
　　（17）
44，803
（△1，598）
37，770
（5，808）
82，573
（4，210）
439，715
（84，578）
326，553
（48，101）
37，886
（6，476）
39，884
（7，123）
　9，241
　（705）
　4，467
　（△169）
　1，363
　　（16）
37，051
（△7，752）
44，862
（7，092）
81，913
　（△660）
501，307
（61，592）
（備考）　1．各年末残高である。
　　　　2．　カッコ内数字は対前年増加額
　　　　3．不動産業貸付は目本銀行r経済統計年報』各年，生命保険会社は保険研究所rインシュアラン
　　　　　ス』各年による。
に大きなものであるかをうかがい知ることができる。
　地価高騰と銀行融資のからみが暴露された中央信託銀行元幹部の脱税事件は，地上げと土地転がし
が中身であるし，過大不動産投資が問題になった伊藤万とそのグループを支えたのは住友銀行であっ
た。
　こうした動きは「土地本位制（9）」と深く関わっている。金融機関は融資に際して担保をとるが，土
地が最も確実な担保である限り，企業の担保能力を土地保有の有無で判断する。担保価値のある土地
をもっておれば，多少経営内容が劣っていても，それだけで十分に融資の対象となる（1°）。
　そもそも高度経済成長は，地価上昇による資産価値の増大が支えてきた（”）もので，経済成長率の
2倍以上で金利水準を大幅に上回った高率の地価上昇が，30年間も続いた異常さの中で，日本の経済
は「土地本位制」，「花見酒の経済」の様相を深めて行った。
　土地をもつ企業はそのことで担保力を増し，もたない企業は借金しても土地を買う。金利以上に地
価が上るから借金は苦にならない。借金をして買った土地が企業の担保力を増し，融資が受け易くな
る。有利に調達した資金で設備投資をし，財テクに励む。いずれにしてもこうした土地取得活動が地
価を上昇させ，地価上昇がまた土地取得を進めさせる。この循環が経済を拡大させてきた面がある。
これが「土地本位制」の実態である。
　このように経済経営の基盤を支えているのが土地資産であるとなると，その価値の減耗は経済の崩
壊をもたらしかねない。この秩序を維持するためには，土地資産価値を維持するしかない。こうして
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「企業経営に，地価上昇がビルトインされてしまっている（12）」のである。
　いずれにしてもこうして実現している高水準の地価に基づく土地資産は，全くのバブルであり実体
のないものである。周知の例であるが，東京都区部宅地資産最少限見積額460兆円は，アメリカ全土
を購入できる額であるとか。しかし実際にそうした取引が正常に行われる可能性はない。平常時フロ
ーとしての土地取引が年間2兆円とすると，460兆円の宅地資産が実質的に資産として成立するのに
は，優に230年かかる計算になる。その間に地価の上昇でもあれば，その分また増えるわけで，どう
考えても昨今の地価は「狂乱地価」で，明らかに虚構であるというほかはない。本来地価は，理論的
には土地利用収益の割引現在値に等しいはずであるのに，都市の理論地価は，多くの場合現実地価の
半分以下になっている（13）。その差額は明らかにバブルである。
　こうしたバブルを生んだカネ余りには，61年9月のG7が関係している。ここで黒宇国に内需拡大
が求められたが，内需刺戟策優先の宮沢蔵相（当時）は，アメリカの強い要請を受けて澄田日銀総裁
（当時）に，強引に利下げを呑ませた。翌年2月G7のルーブル合意に際し，再び内需拡大のための
利下げが求められ，それから2年3カ月の間，公定歩合は年2・5％という戦後最低の水準を続けるこ
とになる。こうして超金融緩和による超カネ余り経済（エ4）の出現となった。
　しかし既にわが国の経済は飽和状態で，買い替え需要が大きな出費となる程度である。土地・住宅
には手が出ないから貯金か債券か，あるいは僅かばかりの株を買う。それら個人の零細なカネも，金
融機関や証券会社の手元に集ると巨額になり，それが株や土地に集中して株価，地価を押し上げる。
　こうしたカネ余りでも，一般的なインフレにならないのには理由がある。飽和経済で一般消費財が
あり余り，急激な物価騰貴が起こり難い状況にあるからであるが，株や土地は例外でこれらは生産不
可能か簡単に供給を増やせない。そこに大量の資金が流れれば異常な高騰ぶりを示すことになる。こ
うして現在わが国の経済はインフレの最中にあるが，従来のように物価が全面的に騰貴するのではな
く，最も騰貴の激しい地価，株価を頂点にし，底辺には一一般消費財がほとんど値上がりしない状態で
沈澱している，いわば「富士山型インフレ（15）」とでもいうべき状態にある。
　株はまだしも土地は供給増に限度がある。また土地は文字通り不動で，その流通は多くの制約を受
ける。土地は特殊な財であるから，その取引は種々の規制を受けている。かかる特質をもつ土地に需
要が集中する限り，地価の上昇は傾向として避けられない。一般論としていえば，地価はなかなか下
がり難いのではないか。
　（5）土地基本法の制定とその後の地価動向
　地価の高騰がやまない中，平成元年5月30日公定歩合0．75％引き上げが発表され，6月5日澄田日
銀総裁は大阪で，土地融資へのチェックをこれまで以上に厳しくする考えを明らかにした。しかし余
り効果はなく，例えば生保大手8社の国内不動産投資残高の伸び率は高く（16）・都銀13行の貸出増加
額は減ったが，中IJ〈企業オーナー経営者は地価高騰で担保力を増し，長信銀にとっては有力な貸出先
になってきている（エ7）。
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　その間の地価の動向であるが，63年から平成元年にかけて，東京の地価は下落してきた。その代わ
り名古屋，大阪，仙台等地方中核都市やその周辺の地価が急騰した。土地投機の拡散現象が始まっ
た（18）のである。
　こうした土地動向の中で，政府は元年3月28日国会に「土地基本法」（案）を提出した（19）。政府は
これより先「土地臨調」の答申を受けていたが，そこには基本法が盛り込まれていなかった。しかし
自民党の「緊急土地対策」，衆参両院の土地問題等に関する特別委員会「決議」，社会，公明，民社，
社民連四党による「土地基本法案」の国会提出などがあり，土地問題の緊急性に対する認識が，しだ
いに強まってきていた，そうした時期に提出された法案であった。
　法案の審議は第116回国会で行われ，元年12月1目に可決，成立，22日公布，施行された。この法
律は土地対策の基本に位置付けられたもので，いわゆる「宣言法」的性格をもち，従って速効性に欠
けるきらいがある（2°）。それ故この法律で，直ちに地価の高騰を抑えることはできない。「漢方薬的効
果」を期待すべきであるとの意見もある。
　土地基本法は「土地についての国民の共通認識を確立するとともに総合的な土地対策の実施を確保
する観点から，国及び地方公共団体にとっての政策の指針から国民及び事業者にとっての行動規範と
なるべきものとして（2’）」，次の「四原則」を打ち出している。①土地についての公共の福祉優先，②
適正かつ計画に従った利用，③投機的取引の抑制，④利益に応じた適切な負担，以上である。
　いうまでもなく土地基本法の根本は「公共の福祉」の優先である。問題はこの理念と現実の地価の
高騰をどう組み合わせるのか，ということである。今の目本の豊かさを否定はできない。その豊かさ
の支えに土地がある。その土地の価格高騰が今問題になっている。それであるからこそ，「公共の福
祉」の優先と土地とが重なって議論されているのである（22）。
　土地基本法の土地に対する基本観念，これにっいていえば，西ドイツでも1970年代初期の高度経済
成長時代，地価高騰と土地投機が起こり，SPD政権による強力な土地政策によって，社会的観点か
ら土地所有権を拘束すべしということで，都市計画関係法律等を見直した。ただしその前に連邦憲法
裁判所の判決で，土地は他の財産権の対象となるものと違い，大幅な社会的・公共的制約に服すると
いう法理論が判例上確立していた。しかし当時第2回の狂乱地価で騒いでいたのに，日本では土地に
対する基本的認識がぐらついていて，土地無策の批判を受けることになった。ただ日本の土地利用は
所有者にとって極めて自由で，従ってその取引も外国に比べて特異であるかのようにいわれている。
しかし一面においてそれが経済の高度成長を支え，東京を大きく成長させたということも否定はでき
ない。ただ現今の問題は，そのデメリットが余りにも大きくなってきたことである。とこのような見
解もある（23）。
　先に示した四原則は①が基本で，②③④は①を実現するための指針と理解すべきであろう。いずれ
にしても具体的には法令，制度の整備が必要で，最近は④について税制上の問題としての取り組みが
進んでいる。保有税，相続税，キャピタル・ゲイン課税等によって，社会的公正を取り戻そうという
動きが，政治的にも活発になってきた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　508一
　　　　　　　　　　　　　　　　　第29巻第2号　1991年3月
　しかしながら，金融機関の不動産融資は，都（24）や大蔵省の規制にも拘らず一向に止まない。東新
宿都銀各支店の元年3月末融資残高は前年同期比平均三割増で，しかもその半分が不動産融資とのこ
とである（25）。大蔵省は同年10月27日通達を出し，大都市圏から地方中核都市へ，地価高騰が波及し始
めていることに金融面から対応するため，金融機関に対して，投機的取引につながるような土地融資
の自粛を求めた。
　特にノンバンクの貸金業者への規制を強化し，自粛要求を従来の口頭から文書に改めて業界団体に
要請した（26）。同日国土庁からも全国都道府県知事と政令指定都市の市長宛に通達を出し，地価監視
区域制度の的確な運用を求め，また不動産業界9団体に対し，投機的な土地取引を慎むよう求めた（27）。
金融機関は通達のたびに一旦はそれに従うが，値上がりが一服すると，地価監視の行き届かない地域
から，再び土地金融を広げるので，そのためまたまた地価高騰に火がついてしまう（28）。
　確かに最近の不動産融資は減って，2年6月貸出残高は48兆85億円で，1～3月期こそ1兆8，866
億円の純増であったが，4～6月期は7，802億円の純減となった。ノンバンクを含む金融保険業界向
け貸し出しも，52年の統計開始以来始めて，874億円の純減となった（29）。
　しかし第一勧銀のリポート「企業金融の現状からみた金融引き締め効果」によると，企業の財務体
質は株式や転換社債の発行，土地，株式の含み資産増などで大幅に改善され，金融引き締めの効果も
それほど期待できないという（3°）。
　2年3月未大蔵省の金融機関に対する「総量規制」通達が出された。「不動産業への突出した融資
を強制的に抑えるため，その伸びを各銀行の総貸し出しの伸びより低く」するようにということであ
る。都銀各行は支店単位で不動産向け融資の伸びをゼロにするよう指示した。しかし業績をあげなけ
ればならない支店長にとって，土地関連以外に「おいしい」融資案件はない。みすみすそれを断れば，
昇進はおろか死活問題にもなりかねない。こうして「総量規制の水もれ」現象が，次々と明らかにさ
れてきた（3「）。
　こうみてくると確かに様様な規制が行われてきたし，土地基本法の制定もみられた。しかし依然と
して地価の高値は修正されない。「モグラタタキ」のようなもので，一つを叩けば別のところで出てく
る。例えば「白地」の問題がある。これは都市計画区域とか農振地域以外の土地で，ここには規制が
全くかかっていない。最近流行のリゾート地域などがほとんどそれで，小笠原諸島の地価が急騰した
のも，狭い土地をリゾートやホテル業者が高値で買ったためである。越後湯沢に火のついたリゾート
・ブームも，いろいろな問題を起こしている。全国各地のゴルフ場にも最近様様な問題が起きてきた。
そうした土地の利用計画の策定，規制がなされていないため，不動産業者からみれば大きな穴場にな
っている（32）。
　いずれにしてもこうして，地価の高騰は止まず，大幅下落の可能性もなかなか見出し難い。
　注　平成2年9月19日国土庁発表7月1目現在都道府県地価調査（基準地価）によれば，過去1年間地価上昇
　　率は全用途全国平均3．7％で，調査開始以来最高となった。大阪圏45．7％，名古屋圏23．3％の急騰，東京圏
　　も元年は多少落着いていたが，それでも10．5％と再騰である。1平方メートル当たり価格を表で示した。大
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表一6全国の平均地価 （単位：万円／㎡）
?????????????? ????
住　　宅　　地
平成元剣　・
48．5
35．5
14．1
9．4
3．4
51．4
53．4
18．0
11．7
4．0
商　　業　　地
元 2
475．1
293．　8
113．7
89．4
12．4
498．9
378．7
147．9
113．8
15．2
工　　業　　地
元 2
26．3
29．0
7．5
5．6
2．3
29．　5
45．3
9．0
7．　2
2．　6
（備考）　1．都道府県地価調査（基準地価調査）平成2年7月1日現在による。国土庁発表。
　　　　2．　r朝日』平成2年9月20日（木）朝刊。
阪圏の高騰が目立つ。
　国土庁調査によれば三大都市圏以外の地方も上昇率を高め，特に大都市の外郭地域，地方の中核，準中核
都市の上昇が目立つ。東京を発端として起こった地価上昇の勢いが，大都市，地方都市から更に全国的にひ
ろがっていった様子が分る。この段階での大阪圏の住宅地1平方メートル当たり地価は53万4．400円で，東
京圏平均は1平方メートル当たり51万4．200円であるから明らかに東京圏を凌駕している。更に大阪圏の地
価上昇が続くが，住宅地最高の上昇率は京都府で48．　9％に達している。リゾートブームで兵庫県洲本市小路
谷は96．7％とほぼ倍にはね上がった。三大都市圏を除く人10口万人以上の地方都市で大津市が65．5％，明石
市が62．1％，108都市全部の中57都市でニケタの上昇率を示した。商業地は都道府県別で滋賀県が48．3，地
点別で岡山市青江で12．9％というすさまじさである。国土庁の見解によれば地価上昇が地方に拡散した理由
は，監視制度導入の遅れとか大都市通勤圏の拡大，あるいはリゾ“一一トブームによる東京からの資金の流人な
どとされている。r日経』平成2年9月20日（木）朝刊。
　不動産業界は今後の地価動向について，「全体としては値上りが続く状態ではなく，一部では調整的な値
下りも出てくる」とみている。理由としては，中東の湾岸危機を契機とした8月末の第5次公定歩合引き上
げ，株式市場の一層の低迷など金融情勢の変化をあげている。つまり低金利下で金融機関が余ったカネを不
動産会社にふんだんに貸付け，それが土地など不動産買いあさりに回って，地価を押し上げたという今回の
地価高騰の構図が，はっきりと転換点を打ったという認識である。従って今後の金融情勢とか土地税制改革
の行方によっては，地価に波乱もあり得るとみている。r朝日』平成2年9月20日（木）朝刊。
　いずれにしても今回の基準地価調査でも，大都市の外郭部，地方の中核，準中核都市を中心に地価が急上
昇している現状が明らかになった。「地方の地価が東京にさや寄せする構図が定着しつつあり」，東京の地価
鎮静化は「今後東京の水準に向けて全国の地価が上昇することにほかならない」とみることができるのであ
ろうか。『目経』平成2年9月20目（木）朝刊。
2　農地価格の変動と農業の動向
　（1）　農地価格の変動
　図4によって農地価格の変動をみよう。日本不動産研究所調べにより，戦前9～11年の平均値を基
準にして41年までの推移をグラフで示してある。変化は四段階を経ており，①終戦直後～24年。地価
統制にも拘らず異常な上昇率を示す終戦直後からの一時期。②統制解除後の数年間。25年から神武景
気の30年まで，激しいインフレと食糧危機が拾収されてくるなか，40～50％の高い上昇率を示す時期。
③「もはや戦後でない」の31年から貿易自由化開始の34年まで，10～20％上昇率の時期。④35年以後
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　　　　　　　図一4　農地価格と対前年上昇率の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10a当たり価格）
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（備考）　1．　日本不動産研究所調べによる。
　　　　2．全国平均普通田価格である。
　　　　3．実質地価は日銀卸売物価指数でインフレの影響を除去し
　　　　　たもの。
　　　　4．　r目本農業年報XV』「土地問題」御茶の水書房，27ページ。
の時期，「国民所得倍増計画」による高度経済成長時代，地価上昇率はかえって5％前後で頭打ちに
なる一一一・・時期，以上である（33）。
　戦前基準の価格は現実地価（名目地価）も実質地価も10アール当たり416円とし，そこから出発し
て41年には，現実地価20．4万円，実に490倍強である。目銀卸売物価指数でインフレの影響を除くと，
実質地価は567円で，約30年間に36％強の値上がりということになる。
　表7は35年以後の農地価格水準の推移を示す。様式は違うが図4につなげてみて行くことにしよう。
この表には全国農業会議所，日本不動産研究所，国土庁三者の調査にかかる数字が掲げてある。会議
所と研究所両者の調査結果を比較すると，前者が高く後者が低い。両調査とも普通田畑の自作目的で
売買された価格とか，呼び値をもとにした調査結果（会議所全国1万1，500旧市町村の単純平均，研
究所全国1，331市町村の単純平均）であるが，農地転用の農地価格への影響を処理する仕方の差がそ
こにあらわれている。
　例えば大都市圏市街化区域内農地では，転用目的の場合はもちろん，耕作目的の売買でも，宅地並
みかそれに近い高価な取り引きになる可能性がある。会議所の場合，そうした実態を含めて処理する
ので，そこで示される農地価格は，明らかに「土地価格化（34）」したものになる。研究所の場合はそう
した報告があっても，それを除いて集計するから相対的に低くなる。
　さて表7であるが，会議所，研究所，国土庁それぞれ調査の時期，方法に差があるから，表全体と
して数字に必ずしも整合性がない。参考欄は表1の再録で比較の便に供したものである。会議所の
「耕作目的の農地価格」と研究所調べの価格とが，農地としての売買価格を示し，会議所の「転用目
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一511一
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表一7　農地価格水準の推移 （単位：千円／10a，％）
昭和35年
　　40
45
50
55
60
61
62
63
平成元
全国農業会議所調べ（各年5月1日）
耕作目的の農地価格
全平均
中田　中畑
　198
（10．1）
　343
（3．0）
1，022
（31，2）
2，818
（5．5）
3，822
（5．5）
　129
（9．5）
　181
（△2．8）
　914
（39．8）
2，653
（4．4）
3，467
（2．0）
都市計画の線
引のない旧市
町村の農用地
区域内
田陣
　914
（8．8）
1，310
（9．0）
1，658
（3．4）
1，685
（1．6）
1，694
（0．5）
1，719
（1．5）
1，782
（3．7）
　677
（7．5）
　899
（7．0）
（1，129
（3．6）
1，143
（1．2）
1，148
（0．4）
1，163
（1．3）
1．195
（2．8）
転用目的の農地価格（住宅用）
市街化区
域内
田　　畑
8，586
22，　876
（5．8）
36．602
（17．7）
52，597
（3．5）
53，985
（2．6）
58，461
（8．3）
64，232
（9．9）
73，847
（16．1）
9，126
24，522
（4．8）
39，568
（18．4）
56，808
（2．5）
58，854
（3．6）
5，142
（10．　7）
73，453
（12，8）
84，061
（15．6）
市街化調
整区域内
田　　畑
都市計画の線
引のない旧市
町村の農用地
区域内
田　　畑
日本不動産
研究所調べ
（各年3月
末）
普通田普通畑
4，466
9，814
（4．8）
13，296
（9．5）
1 ，338
（3．1）
19，221
（4．8）
20，064
（4．4）
21，013
（4．7）
24，691
（18．・7）
4，636　2，405
10，180　5，592
（4．8）（12．1）
13，975　8，811
（11．1）　（9．5）
1 ，944
（3．7）
19，898
（5．0）
20，704
（4．1）
22，379
（8．1）
26，647
（20．3）
12，105
（3．4）
12，461
（2．9）
12，841
（3．0）
13，197
（2．8）
13，607
（4．1）
2，203
， 77
（10．7）
，421
（10．4）
11，339
（3．2）
1 ，723
（3．4）
12，109
（3．3）
12，420
（2．6）
12，695
（3．2）
??）??）??）??）???????） ? ? ???（?? （? （? ???（? ） ） ????（ ? （ （???? ?? （ ? ?，???，???，???，? ?? ??
???
???
1
（o）1（△1）
参　　考
地価公
示価格
の対前
年変動
率
（平均，
　％）
△9．2
10．0
2．4
2．6
7．7
21．　7
8，3
??????? ??
　8．67
（27．3）
　23．8
（13．3）
　43．2
（19。7）
　83．3
（△4．3）
100．0
（8．6）
129．3
（2．8）
133．0
（2．9）
140．2
（5．4）
154．　2
（10．0）
165．9
（7．6）
（備考）　1．　「農用地区域内」とは，都市計画法の適用を受けていない市町村の農用地区域内である。
　　　2．　「地価公示価格」は，国土庁調査（毎年1月1日），「全国市街地価格指数」　（毎年3月，9月）
　　　　　は日本不動産研究所調査である。
　　　3．　（）内は対前年増減率である。50，55，60も対前年であるから，それぞれ対前項とまちがいない
　　　　　ように。
　　　4．50年から沖縄県を含む。
　　　　5．r日本農業年鑑』1990，135ページの表に平成元年分を加えた。
的の農地価格（住宅用）」と参考欄が対応するとみていい。
　まず比較的農地らしい価格の研究所調べをみると，田畑の価格比率は大体1対O．6前後であるが，
年によって微妙な違いをみせ，参考欄市街地価格指数の対前年増加率の高い年には，田の比率が大き
くなっている。田の方が畑より市街地価格に敏感に反応しているということか。ただし田畑ともに年
々価格は上昇し，62年をピークにその後は下落に転じているが，35年と62年をくらべると，田は6．26
倍畑は6．09倍で，畑の方が若干低率である。
　62年までの上昇率最高は50年で，田畑ともに10％を示している。45年が8％でその頃から上昇とい
うことになるが，市街地価格と比べてみると，上がる時期にずれがあり，また上げ下げの幅に差のあ
ることが分る。時期的ずれについてみると，市街地価格は一度48，9年に急騰し，50年に急落したの
に対し，農地は上るも下がるもそれより若干遅れていることになる。市街地価格騰蕃の波及に，若干
時間を要したということであろうか。ただし市街地価格の騰落が，農地価格の騰落にそのまま結び付
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くわけではない。例えば62，3年と市街地価格が再び急騰するが，両年とも農地価格は変化していな
い。63年には畑など逆にマイナスになっていて，別な要因がはたらいたことを裏付けている。
　上り下がりの幅は明らかに市街地価格の方が大きい。35年は27．3°／・でこれがこの表では最高，それ
が50年はマイナス4．3％で最低，振幅は31．6％である。一方農地はそれほどまでに揺れていない。田
畑ともに50年が最高で10％の上げ幅，最低が田で0％畑でマイナス1％である。これを見ると，確か
に市街地は投機の対象になり，価格の変動幅に差が生じ易いということが分る。それに対して農地は，
市街地価格に影響されながらも，基本的には農地法等種々の法的規制を受けているので，必ずしも自
由な市揚価格が成立するとは限らず，変動幅が年によって大きく変るということもない。そのことが
数字の上によくあらわれている。
　次に会議所調べに移ろう。この「耕作目的の農地価格」は研究所調べの価格と目的を同じくするか
ら，本来それほど価格差はないはずであるのに，年を経るにつれてしだいにそれが開いてきている。
もともとこの地域の農地価格は，市街化区域内農地価格の影響をそれほど受けるはずがないのに，研
究所調べより割高で，その比は大凡田で1対O．・7，畑で1対O．6前後である。常識的には純粋の農用
地とみられる地域にも，農地価格とは考え難い価格が成立している可能性を否定できなくなっている。
「耕作目的の農用地価格」欄の全平均価格となると，その差はもっと開いて行く。会議所価格1に対
して研究所価格は，35年で田0．94畑0，87でまだそれほど開いていないが，40年には田O．　58畑0・44と2
分の1前後になり，更に55年には田0．24畑0．16と極端に開き，本当の農地価格と「土地価格化」した
農地価格の違いをみせてくれている。
　次に「転用目的」の農地価格をみるが，その前に売却，転用の状況についてみよう。表8は経営農
地減少農家について，農地の売却状況をみたものである。49年には狂乱地価の影響で売却戸数，面積
ともに多かったが，中でも非農地としての売却，すなわち転用目的の売却が20万戸，約2．1万ヘクタ
ールという数字は小さくない。その後はしかし両区分とも急減し，52年以降は毎年ほぼ一定した戸数，
面積となっている。ただし58年から売却面積が逆転し，それまで非農地向けが多かったのにここで農
地向けが多くなり，その傾向が今日まで続いている。戸数は非農地向けが多いので，結局非農地向け
は相対的に小口化したことになる。
　次に表9をみよう。用途別に農地転用許可面積の推移を示したものであるが，前表とは原資料が違
うので数字に一貫性はないから，その点に留意して表をみると全体としては48年に向けて許可面積が
増え，それ以後は急減している。用途別では住宅用が最も多いが48年をピークにそれ以後は減ってい
る。公共用地とみられる部分はほとんど変らないが，工鉱業用その他はかなり減っている。そうした
中で目を引くのが植林・その他用で，46，7，8年と異常な増え方をしている。
　47，8，9年は狂乱物価時代て，貿易黒字による国内の過剰流動性，円高不況克服のための金融緩和
措置，「目本列島改造論」による景気刺戟策で，経済が湧いた時代であるが，そこで土地投機が起き，
農地がそれに巻き込まれたわけで，それに対して48年4月25日「市街化区域内農地の宅地並み課税法
案」が可決成立し，49年5月27目「生産緑地法」成立などがあって，市街化区域内農地の取り扱いに
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表一8　農地用・非農地用向け別農地売却農家数並びに面積の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千戸，10ha）
昭和49年
　　52
　　54
　　57
　　58
　　59
　　63
農地として売却
農　家　数　　面　　積
?????2，477
　423
　632
　645
　735
　896
　656
非農地として売却
農家剃面積
206
73
81
78
76
70
61
2，811
　695
　779
　771
　725
　652
　571
（備考）　1．農林水産省（農林省）統計調査部r農業調査（結果）報告
　　　　書』による。
　　　　2．例外規定農家・農家以外の農業事業体及び新設農家並びに離
　　　　農農家の売却分は除く。
　　　　3．各年1月1日現在である。
表一9　農地転用の用途別許可面積の推移
（単位：千ha，％）
昭和45年
46
47
48
49
50
55
60
?
　57．3
（100）（100）
　60。5
）100）（106）
　63．　8
（100）（113）
　67。7
（100）（118）
　45，4
（100）（79）
　34．6
（100）（60）
　21．388
（100）（37）
　18．385
（100）（82）
住宅用地
20．6
（36）（100）
18，0
（30）（87）
19。0
（30）（92）
20．8
（31）（101）
13．0
（29）（63）
11．3
（33）（55）
　8．589
（40）（42）
　6．683
（36）（32）
工・鉱業
用　　地
　8．8
（15）（100）
　7．0
（12）（80）
　6．7
（11）（76）
　9．3
（14）（106）
　5．4
（12）（61）
　3．8
（11）（43）
　3．301
（15）（38）
　3．619
（20）（41）
学校用地
　1．2
（21）（100）
　1．3
（2）（108）
　1，1
（2）（92）
　1．7
（3）（142）
　1．2
（3）（1）
　1．0
（3）（83）
　0．197
（1）（16）
　O．140
（1）（12）
公園・運
動場用地
0．9
（2）（100）
0．9
（1）（100）
1．2
（2）（133）
1．0
（1）（111）
0．7
（2）（78）
0．7
（2）（78）
0．124
（1）（14）
0．134
（1）（15）
道水路鉄道用地
　7．7
（13）（100）
　8．1
（13）（105）
　8．8
（14）（114）
　9．1
（13）（118）
　7．2
（16）（94）
　5．7
（16）（74）
　0．206
（1）（3）
　0．167
（1）（2）
????????
　9．7
（17）（100）
　9．3
（15）（96）
10．　3
（16）（106）
13．2
（19）（136）
　8．8
（19）（91）
　6．2
（18）（64）
　4．933
（23）（51）
　4．831
（26）（50）
植　林・
その他
　8．5
（15）（100）
15．9
（26）（187）
16．7
（26）（196）
12．6
（19）（148）
　9．1
（20）（107）
　5．9
（17）（69）
　4．038
（19）（48）
　2．811
（15）（33）
（備考）1．
　　　2．
　　　3．
　　　4．
農林水産省『農地移動実態調査結果』による。
農地法第4条，第5条による農地転用実績，市街化区域内の届出を含む。
47年以降は沖縄県を含む。
各欄左の（）内数宇は計を100とする割合，右の（）は45年を100とする各年の指数を示す。
ついて議論が盛んになり，農家が事態を先取りし，農地の緑地化をはかって宅地並み課税を免れよう
とした，ということも考えられる。
　表7に戻ろう。会議所調べのうち「転用目的の農地価格（住宅用）」では，「市街化区域内」が最も
高く，以下「市街化調整区域内」「都市計画の線引のない旧市町村の農用地区域内」の順に安くなる。
これが一つ。次が「線引のない地区域内」を除いて，残り両地区域とも田より畑の方が高い。この二
点がはっきりしている。畑の方が転用し易いということか。
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　次にこの場合も，市街地価格と同様波動がみられるけれども，それに比べて若干の特徴が指摘でき
る。一っは市街地にみられた50年の地価のマイナスが，この場合はないということ，つまり波型を描
きっっ継続して騰貴してきたこと，もう一つは市街地価格の波の高さよりも大体において高いこと，
これである。これは市街地より騰貴の遅れていた農地が，一部転用があってその影響を受け，急速に
値上がりになったこと，それに宅地需要増が農地転用を求めているのに，表9でみたように転用によ
る宅地供給面積が減ってきたこと，などによるのではないか。
　表10は表7の会議所調べのうち「転用目的の農地価格（住宅用）」の部分を加工して，3地区域内農
地価格の相対関係を示している。45年では「市街化調整区域内」価格は「市街化区域内」価格の半分
であった。それがしだいに値上がりして，元年には田など5．5倍になったが，「市街化区域内」の田と
の比率は33に低下してしまった。畑も同様で5・7倍に値上がりしているのに比率は32と落ちている。
それだけ市街化区域内農地の値上がりが激しかったということであろう。
　「線引のない区域」の農地価格は更に低率で・45年ですでに田28，畑24，元年には更に18，15と格
差が開いている。この地区は農地として確保され，転用には多くの制限があり，その上交通も不便で
生活基盤も整備が遅れているから，宅地としても価格はそれほど上がらないであろうが，それにして
も100対15とは驚くべき格差である。
　同表カッコ内数字は田畑の価格比を示している。「市街化区域内」では田より畑の方が高い。元年
になると両者値上がりをしてはいるが・畑の方がより高くなってきている。「市街化区域内」では畑の
表一10地区別転用目的農地の価格指数の推移
（単位：％）
昭和45年
50
55
．60
61
62
63
平成元
市街化区域内
?
畑
　100
（100）
　100
（100）
　100
（100）
　100
（100）
　100
（109）
　100
（100）
　100
（100）
　100
（100）
　100
（106）
　100
（107）
　100
（108）
　100
（108）
　100
（109）
　100
（111）
　100
（114）
　100
（114）
市街化調整区域内
?
畑
　52（100）
　43（100）
　36（100）
　35（100）
　36（100）
　33（100）
　33（100）
　33（100）
　51（103）
　42（104）
　35（105）
　33（103）
　34（104）
　30（103）
　32（107）
　32
（108）
都市計画の線引の
ない旧市町村の農
用地区域内
?
畑
　28（100）
　24（100）
　24（100）
　23（100）
　23（100）
　21（100）
　18（100）
　18（100）
　24
（92）
　22
（94）
　21
（96）
　20
（94）
　20
（94）
　17
（94）
　15
（94）
　15
（93）
（備考）　1．表7によって作成した。
　　　2．　「市街化区域内」農地田畑とも100として他地区域内価格の指数
　　　　を示した。
　　　3．　（）内はそれぞれの地区域内における田を100とする畑の指数
　　　　を示した。
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方が高い，ということである。「調整区域内」になると，田畑比の格差は開いたり縮んだりで，それ
でも元年には畑が108になっている。この区域内の大手業者による大規模用地取得については，かね
て噂に聞いていたことであるが，最近は転用が比較的容易になってきたせいで，畑の転用価格に有利
に働いているのかも知れない。
　「線引のない区域内」は転用がないはずなのに，田は5．7倍畑は5．8倍も値上がりしている。しかし
田畑価格比はほとんど変らず100対94前後で，転用の影響が少なければ，もともと稲作の方が有利な
はずで，田が畑より高くなるのが普通である。
　なお農地転用で転用価格が高いと，周辺農地の相揚を引き上げるのはもちろん，転用者に農業継続
の意志があって，遠方の農用地区域内に高い価格で代替地を求めたりすると，そこの地価をまた上げ
てしまう㈹。表7の研究所調べ（これは純農用地）でも，田畑ともに6倍以上の値上がりをしている
し，会議所調べに至っては，「耕作目的の農地価格」でも，35年から50年までの問に，中田で19，3倍，
中畑では何と26．9倍になっている。転用がないとみられる「線引のない農用地区内」でも，元年には
50年の田で1．9倍畑で1．8倍になっている。
　遠隔地の代替農地が高くなるのは，不動産業者の仲介による場合が多いからである。業者は購入意
欲の強い農家の依頼を受け，積極的に高い購入価格を提示して相手の売り気を誘う。従って価格はあ
ってなきが如く，多段Uケットさながらに，次々と高く上って行こうとする。
　図5は市街地価格と田畑価格との問に，価格の上り下がりにどのような相対関係があるかを示した
図一5　田畑価格等対前年上昇率の推移
??
30
20
10
0
一10
／全国市街地
　　普通畑
・A^　　　　普通田
　　昭和31323334353637383940414243444546474849505560616263元年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成）
（備考）1．日本不動産研究所r田畑価格および小作料調』，r全国市街地価格指数』
　　　　によって作成した。
　　　2．国土庁土地局監修・土地問題研究会編『図説・日本の土地問題』日本経
　　　　済新聞社，133ページの表ならびに表7による。
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ものである。図5はある意味では図4の延長線上にあるが，見方が違うので別に掲げた。それによる
と市街地価格には36，48の両年に暴騰の山がある。しかし両方とも急激に上昇率を落とし，5G年には
上昇率がマイナスになる。その後63年に小さな山を迎えるが，元年には沈静化する。田畑価格はどう
か。これはずっと上り続けてはいるが，上昇率は単純でない。それはともかくとして，市街地価格と
の関係をみると，36年市街地価格の暴騰時に田畑とも価格上昇率は極めて低い。市街地価格上昇率は
その後急激に低下するが，田畑はゆるやかに低下しやがて畑は37年，田は38年に底を打って後一転上
昇に転じ，田畑ともに43年に小山を迎える。市街地の底は41年であるから，反騰の時期が市街地より
数年早いことになる。既に32年から始まっている市街地高騰の勢いが，38，8年にようやく田畑に及
んできたとみるべきであろう。こうして市街地価格の上昇率と田畑価格の上昇率は，必ずしも平行的
でないことが分る。畑は60年から田は61年から，上昇率はほとんど0であるが，63年を小山に元年は
低下してきた市街地価格上昇率に，田畑が連動するかどうか今のところ予断を許さない。
　（2）　ブロック別農地価格の変動と農業
　（1）で全国規模で農地価格の変動をみてきた。市街地価格の変動と何らかの関わりがある，という
ことは推定できた。次にブmック別にみることにしよう。表11は日本不動産研究所の調べによるブロ
ック別の田畑価格の推移である。まだそれほど値上がりをしていない40年の10アール当たり全国平均
は，田で20万円強，畑で12万円強であった。
　ブロック別に田からみると，40年当時田の最も高かったのが四国で24万円強，近畿も24万円弱であ
った。最も安かったのが北海道で，四国の約3分の1の8万円弱であった。63年になっても最高はや
はり四国の144．2万円で，最も安いのもやはり北海道の41．・3万円である。
　表12で農家1戸当たり平均経営耕地面積をみると，50年で全国平均は0，66ヘクタールである。先ほ
どみた田の価格の最も高v・四国は，1戸平均0，44ヘクタールで，沖縄は極端に少ないので除くとして，
四国は東海とともに最も狭い。田の価格の最も安い北海道は，逆に3．36ヘクタールで一ケタ違う広さ
である。狭い所が高く広い所が安い。60年代に入ってもこの傾向は変らない。田の面積も農家戸数も
減っているので，1戸当たり平均面積は若干増えて0．72ヘクタールになった。同じ理屈で四国も0．47ヘ
クタールになった。
　田の生産性は価格に関係があるのかどうか。10アール当たりの米の収量でみると，48年産で沖縄
（254キログラム）を除くと，四国は全国最低で413キログラム，一方田の最も安い北海道は479キログ
ラムで，米ドコnの東北（520キログラム），北陸（499キログ1トム）につぐ全国第3位である。田の
生産性は現実には価格にさして関係していないようである。
　四国は経営面積が少ないから，田に対する需要が大きいのではないかとも考えられるが，それを証
明する材料は手元にない。一方住宅地価格の方からみると，表13のとおり四国の水準は北関東並みで，
住宅見込み地になると北関東3県を1平方メートル当たり1万円前後引き離している。更に市街化調
整区域になると，逆に住宅見込み地より高くなって，香川など1平方メートル5．4万円，坪17．8万円，
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表一11 ブロック別平均田畑売買価格
（単位：円／10a）
全国｛1
北剛娼
束・北｛1
北陸｛1
関東
?
東山
??
東朧｛1
近畿｛娼
繭｛1
．四
??ー?
九州
?
沖縄｛1
1昭和4・年
203，　902
123，202
78，　879
37，　749
204，772
114，687
209，707
111，913
203，437
169，897
225，067
149，484
223，152
170；208
238，628
142，987
167，296
80，592
243，196
123，474
180，977
91，611
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958，182
（10，682）
　1，171，070
［、1；劉
　　　　　　　（93）．
　　　431，667
　　（△23，862）
　　　211，185
　　　（△6，666）
　1，200，684
　　（△33，534）
　　　646，422
　　（△17，411）
　1，351，811
　　　（14，121）
　　　607，435
　　　　　（△420）
　1，333，122
　　　（24，874）
　　　961，484
　　　（△6，366）
　1，147，339
　　　　（4，542）
　　　795，150
　　　　（8，504）
　1，140，550
　　　（20，972）
　　　827，　275
　　　（］」7，042）
　1，352，522
　　　　（4，477）
　　　836，081
　　　（15，614）
　　　892，488
　　　（10，235）
　　　512，235
　　　　（7，761）
　1，491，793
　　　　（6，180）
　　　792，401
　　　　（9，813）
　1，120，082　！
　　　（13，002）
　　　662，009
　　　　（2，543）
993，333
（35・151）〕
1，169，262）
　　（△1，808
　　677，111
　　（△5，355）
　　419，385
　（△12，282）
　　196，760
　（△14，425）
1，170，667
　（△30，017）
　　621，986
　（△24，436）
1，334，395
　（△17，416）
　　596，000
　　（11，435）
1，373，708
　　（40，586）
　　995，　324
　　（33，840）
1，180，568
　　（33，229）
　　807，457
　（123，000）
1，169，486
　　（28，936）
　　843，　868
　　（16，593）
1，384，090
　　（31，568）
　　835，842
　　　　（△239）
　　886，527
　　（△5，961）
　　508，627
　　（△3，608）
1，441，908
　（△49，885）
　　760，492
　（△31，909）
1，083，061
　（△37，021）
　　639，001
　（△23，008）
987，778
（△5，555）
（備考）1．
　　　　　　2．
　　　　　　3．
目本不動産研究所r田畑価格及び小作料調』による。
下段カッコ内の数字は対前（項）年増減価額である。
農林水産省統計情報部rポケット農林水産統計』によって作成した。
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表一12経営耕地総面積と田の1戸当たり面積の推移
（単位：千ha，千戸，　ha）
昭　和　50年 60
???????????? ?????
経営耕地総面積
面積
???
戸??????
?
? 経営耕地総面積
面積 農家数
??????
戸???
農家数
???
戸???
?
4，782．5
908．1
864．9
360．2
873，9
323．8
264．7
322．0
191．0
637．1
36．8
4，953．1
　134．－
　723．－
　377．－
1，031．一
528．－
486．－
510．－
304．－
812．－
48．一
0．97
6．79
1．20
0．96
0。85
0。61
0．54
0．63
0．63
0．78
0．77
2，800．1
258．1
623．0
320．1
471．5
203．　6
212．1
239．6
108．7
361．7
　1．6
4，267．9
76．8
663．9
364．7
854．9
458．6
454．4
451．5
244．6
692．7
　5．9
0．66
3．36
0．94
0．88
0．55
0．44
0．47
0．53
0．44
0．52
0．27
4，576．8
1，014．1
859．8
339。5
781．4
281．4
239．1
282．　6
167．1
571．6
40．2
4，376．0
109．3
655．8
330、1
919．3
475．1
436．6
451．3
265．7
688，5
44．3
面積　農家数
???????????2，665．0
256．6
637．8
304．6
443．2
179．0
192．4
217．0
98，2
335．4
　0．8
3，712，8
62．1
603．3
318．0
741．4
400．2
401．8
396．2
210．5
577．3
　1．7
???戸??
0．72
4．14
0．95
0．96
0．　60
0．45
0．48
0．55
0．47
0．58
0．54
（備考）1．農林水産省統計情報部「農業センサス」結果資料によって作成した。
　　　2．各年2月1日現在のものである。
10アール300坪として何と5，346万円である。
　これは元年の数字であるが，四国は早くから阪神経済圏に組み込まれており，宅地価格はいわばそ
の圏内周辺部のそれとして位置付けられていたのではないか。田の最も安い北海道は住宅地価格も1
平方メートル2．9万円と安い。これより安いのは青森秋田，山形，島根，宮崎と，いずれも過疎地
を多く抱えた諸県で，北海道がそれらより高いのは，札幌のような大都会があるからで，これがなけ
れば北海道の住宅地価格は更に下がるはずである。その証拠に北海道の市街化調整区域内宅地価格は
全国最低で，1平方メートル当たり1万700円に過ぎない。こうしてみてくると，宅地価格の高低が
田の価格の高低に影響していることは確かである。
　次が表11の畑の部である。40年当時10アール当たり最安値がこれまた北海道で3．8万円，万単位一
ケタは中国8万円強，九州9万円強であとは全部ニケタである。東海が最高で17万円強，あと関東，
東山，近畿，四国と続く。63年でもこの大勢に変化はない。極端に安いのが北海道で19．7万円である。
しかしこれでも40年の5倍強に値上がりしている。63年での最高は関東で99．5万円，40年の5．9倍弱，
北海道の約5・1倍である。何といっても首都圏の地価の高騰が影響しているといわざるを得ない。
　表14で田畑の価格比をみると，どのブロックでも格差が大きい。全国平均で100対60，地域によっ
て差があり，40年をみると畑の比率の最も高いのが関東で84，最低は北海道と中国の48である。両者
とも田の価格の半値に満たないことになる。大略大都市圏を含むブnックの畑が，比較的高い比率を
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表一13都道府県別宅地平均価格及び変動率（平成元年）
（単位：円／m2，％）
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??? ? ? ????? ? ? ?
宅見込地
均価格陣弊 ???????? ??? ??? ? ????
????????????????????
街化調整区域内宅地
均価格1変動率
oo
盾盾
oo
盾盾
oo
盾盾
oo
盾盾
oo
盾盾
oo
盾盾
oo
盾盾
oo
盾盾
oo
盾盾
oo
盾盾
oo
盾盾
oo
盾盾
oo
盾盾
oo
???????
??? ???? ???? ? ???? ? ???。 ? 。 ?? ? ??????（ ?）?
????
?
地価調査（国土庁）による。　　　2．変動率は，前年
の継続地点について，地点毎の対前年変動率を単純平均した　　　　もの。　　　
若干県を省略し
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表一14　田畑価格比の推移
（単位：％）
1昭和4・剣・・ 60 63
???????????????? ?????? ??? ? ??????? ??
（備考）　表7より田の価格を100とした場合の畑の比率である。
示しており，高地価の影響が既に現われているようである。
　全国的には60から58へと，若干畑の価格比が下がっているが，この傾向は北海道，東北，北陸，関
東と，関東以北に共通している。畑の価格比が上がっているのが中国，四国，九州で，僅かではある
が西高東低になっている。畑の価格比の下がったブロックは，田の上がり方にくらべて畑の上がり方
が小さかったからで，価格比の上がったところはその逆であったということになる。
　ところで農地価格は，全国でみると63年に下落を始めている。しかしブロック別にみると必ずしも
一律でない。下落は北海道から始まり，61年に田が前年より10アール当たり1・2万円強，約3％の値
下がり，畑は0．9万円強で約4％のマイナスとなった。その後引き続き値下がりをし，値下がり前の
62年，田46．8万円から63年41．9万円へと約4．9万円，約10％の値下がりとなった。
　63年になると北海道以外にも東北の田畑，北陸と関東の畑が値下がりを始めた。北海道の田は43．2
円しかしないのに，前年より約2．4万円も下がった。東北は120万円と高くはあるが，これでもやは
り3．　4万円も値下がりしている。ここでは畑も1．7万円とかなりの幅で下げている。北陸は田が値上
がりし畑が値下がりするという状況であるが，いずれもその幅はまだそれほど大きくはない。関東は
畑が下落しているが，田がなお高騰を続けているので，それにひかれてか値下がり幅はO・　6万円強に
おさまっている。その他のブロックはなお値上がりを続けているが，東海の畑，中国の田畑，九州の
田，沖縄の畑を除いて，大なり小なり値上がり幅を縮小している。
　63年は全国的に田畑ともに値下がりが多く，関東，東山，東海とそれに近畿の田を除いて全面安と
なった。特に東北は前年に引き続き大幅安で，田は3万円畑は2・4万円余の下落である。62年まで値
上がりを続け，63年になって大幅下落をしたのは四国，九州の田畑で，四国は田約5万円畑が3万円
強の下落，九州は田3・7万円畑2・3万円余の値下がりである。沖縄は畑が前年一挙に3・5万円余も値
上がりしたのに，この年は逆に5，555円も値を下げている。こうした下落の勢いが全面的に拡大する
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のか，それとも関東，東山，東海，近畿といった，日本の3大都市圏を含むブロックでは，地価高騰
が続きそれとともに農地価格も上昇を続けるのか，いまのところ情勢は定まらないが，株式のバブル
がはじけ銀行の土地融資が規制されて行くと，地価のバブルもいずれははじける時が来るであろう。
そうして日本経済が正常化に向えば，農地価格もまた正常化することになる。
　（3）　人ロの東京集中と農地・農業
　ブロック別に見ると，田も畑も高値でなお騰勢にあるのは関東である。関東もこれを分ければ南関
東で，東京を中心に千葉，埼玉，神奈川3県といわれている。なぜか。
　戦後特に高度成長期における東京，名古屋，大阪など大都市ないしその周辺への産業企業の立地集
積は甚だしく，いわゆる太平洋メガロポリスの形成がいわれた。東京，名古屋，京都，大阪，兵庫に
渉る一帯に目本の全人口の46．5％が集った。50年の東京圏人口は2，704万人で，35年から約1千万人
増加したことになる。こうして農地の虫喰い現象（スプロール化）が始まったが，首都圏への人口集中
は，実は都心部の空洞化を伴っていた。すなわち都心部は企業のビルに占領され，住居を失った住民
が周辺の農地に出て，スプロール化を進めたということである。
　表15－1によると，都心人口は35年までは増加してきたがそれ以後は減少し，特に40年以後の減少
は甚しい。ところが10～20キロメートル圏では40年ぐらいまでは人口が急増，それ以後は増加はする
が率は下がる。20～30，30～40キロメートル圏は，ともに35年以降急騰し，増加率も40％前後と高い。
　表15－2はその都心部の人口急減町丁目の面積と割合を示している。5区の総面積74．71平方キロ
メートルの26．2％，19．57平方キロメートルカミ，50年から平成2年までの間に人口の30％以上も減ら
している。千代田区などは区面積の53％の地域で同様の人口減を起こしている。こうして都心を離れ
表一15－1東京50km圏距離別人ロ増減状況
　　　　　　　（単位：千人，％）
表一15－2東京都人口急減町丁目の面積と割合
　　　　　　　　　（単｛立：km2，％）
1・召和3・・一・35年35－・・ 40～45
0～10k皿
10～20
20～30
30－－40
40～50
?
　549
（13．4）
1，213
（29．8）
　387
（22．7）
　259
（15．4）
　55（3．1）
2，463
（18．5）
　△63
（△1．4）
1，317
（25．3）
　846
（40．4）
　717
（36．9）
　274
（15．0）
3，110
（19．・7）
△296
（△6．5）
　791
（12．0）
1，017
（34．6）
1，119
（42．1）
　423
（20．1）
3，056
（16．2）
千代田区
中央区
港　　区
新宿区
渋谷区
5区計
総面積
11．52
10．05
19．99
18．04
15．11
74．　71
架藩5°％1・・％以上
面積割合
3．12
2。70
3．55
1．33
2．59
3．29
27．1
26．9
17．8
7．4
17．1
17．9
面樹割合
2．98　125．9
0．57
1．44
0．99
0．30
6．28
5．7
7．2
計（30％
以上）
??
積面
5．、1。32
2．0
8．4
6．10
3．　27
’4．99
2．89
19．57
53．0
32．6
25．0
12．9
19．1
26．2
（備考）L「国勢調査」による。
　　　　2．早川和男「都市・土地問題の動向」
　　　　　r日本農業年報』第23集より。
　　　　3．（）内は増減率を示す。
（備考）1．東京都総務局統計部r昭和60年国勢調査東
　　　　京都区市町村町丁別報告』，「住民基本台帳
　　　　による東京都の世帯と人口」より作成。
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2．面積および割合は，昭和50年～平成2年ゐ
　間に住民基本台帳人口が30％以上減少した
　町丁目の数値である。
3．東京都r東京の土地1989』（土地関係資料
　i集），59ページ。
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表一15－3　東京都の人口の推移
（単位：人，％）
昭和50年 55 60 平成2年
千代田区
中央区
港 区
新宿区
渋谷区
5　区計
区部計
多摩計
島しょ部
東京都計
　　　62，716
（100）
　　　91，155
（100）
　　211，764
（100）
　　367，921
（100）
　　266，076
（100）
　　999，632
（100）
　8，663，944
（100）
　2，943，083
（100）
　　　34，221
（100）
　11，641，248
（100）
　　57，705
（92）　　〔△8．0〕
　　83，008
（91）　　〔△8．9〕
　　200，363
（95）　　〔△5．4〕
　　345，924
（94）　　〔△6．0〕
　　247，865
（93）　　〔△6。8〕
　　934，865
（94）　　〔△6．5〕
　8，383，008
（97）　　〔△3．2〕
　3，210，479
（109）　　　〔9．1〕
　　33，872
（99）　　〔△1．0〕
　11，627，359
（100）　〔△0．0〕
　　52，390
（84）　　〔△9．2〕
　　80，546
（88）　　〔△2．9〕
　　197，783
（93）　　〔△1．3
　　334，460
（91）　　〔△3．3〕
　　239，771
（90）　　〔△3．3〕
　　904，950
（91）　　〔△3．2〕
　8，334，869
（96）　　〔△0．6〕
　3，402，060
（116）　　〔10．7〕
　　33，636
（98）　　〔△0．7）
　11，770，565
（101）　　〔△1．2〕
　　41，313
（66）〔△21．1〕
　　70，411
（77）　〔△12．6〕
　　167，453
（79）　〔△15．3〕
　　310，418
（84）　　〔△7．2〕
　　216，258
（81）　　〔△9．8〕
　　805，853
（81）〔△11．0〕
　8，258，315
（95）　　〔△0．9〕
　3，625，582
（123）　　　〔0．6〕
　　32，969
（96）　　〔△1．9〕
　11，916，866
（102）　　　〔1．2〕
（備考）　1．東京都総務局統計部r人口の動き』により作成。
　　　2．（）内は指数，〔〕内は対前年増加率。
　　　3．前表に同じ。57・・a　一一ジ。
表一15－4　東京都区部人ロ急減町丁目の昼間人口の推移
（単位：人）
昭和50年 55 60
　　　　　計千代田区
　　　　　計中央区
港 　　計区
　　　　　計新宿区
　　　　　計渋谷区
　　　　　計5　区計
? 部　計
922，340
571，220
660，790
297，769
670，412
257，776
651，830
　161，117
434，077
　128，381
3，339，449
1，416，263
10，708，643
（100）
（100）
（100）
（100）
（100）
（100）
（100）
（100）
（100）
（100）
（100）
（100）
（100）
936，542
619，2G9
656，029
292，893
706，427
249，094
688，601
　207，698
461，728
　144，322
3，449，327
1，513，216
10，613，454
（102）
（108）
（99）
（98）
（105）
（97）
（ 06）
（129）
（106）
（112）
（103）
（107）
（99）
1，009，291　　（107）
876，156　　（118）
　693．960　　（105）
　316，115　　（106）
　819，495　　（122）
　305，293　　（118）
　756，362　　（116）
　244，412　　（152）
　508，815　　（117）
　154，792　　（121）
3，787，923　　（113）
1，695，768　　（120）
10，958，178　　（102）
（備考）1．東京都総務局統計部r東京の昼間人口』によって作成。
　　　2．各区上段は区内昼間人口の計，下段は昭和50年～平成2年の問に住民基本台帳人口が
　　　　30％以上減少した町丁目における昼間人口である。
　　　3．（）は指数である。
　　　4．前表に同じ。
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図一6　東京都の転入・転出状況
万人
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　　　　，ら亀
^、へ’　　　　　　　、
’　　　　　　　　　亀
」
転入
，
㌔????、
、
?
「b
A　一、?
? 、、
、
、? 「㌔　、　、
　昭和30　　　　　　　40　　　　　　　50　　　　　　　60年
（備考）1．厚生省人口問題研究所r都道府県人口移動表』（昭和59年），総務庁統
　　　　計局r住民基本台帳人口移動報告年報』（昭和61年）による。
　　　2．労働大臣官房政策調査部編r東京集中と勤労者生活』大蔵省印刷局，
　　　　70ページ。
た人口が周辺区部に出，周辺区部の人口が多摩地区その他に出る。水の低きにつくが如く，地価の低
きについて人口流出が進んだ。それも玉突き現象を起こしながら。
　表15－3をみると確かに5区の人口減は激しいが，その他区部ではそれほどでもない。都心からの
流入がありそれを吸収し，そこから押し出された数を差し引いて若干の減ということか。都心ならび
に周辺区部から出た人口の何割かが多摩地区に入り，50年から平成2年までの間に100万人近い人口
増となった。
　表15－4は参考で．都心部夜間人口の激減に対し，逆に昼間人口は増え，特に30％以上も人口の減
った町丁目の昼間人口が激増している有様が分る。オフィス・事業所が増え定住人口が減っているわ
けで，都心部は空洞化，周辺部は人口増でドーナツ現象が起っている。図6によると，東京都では41
年頃から，10万人規模で毎年転出が転入を上回っている。いわば過疎化類似の現象が続いていること
になる。図7をみると，職場と住宅との場所的ずれが明らかで，特に都心部で大きい。これは表15に
対応するが，東京圏ではほぼ全国同様の傾向を示すけれども，東京都になるとずれが拡大してくる。
こうした傾向が40年から強く表われてきている。
　表16は東京都心から三多摩地区までの，100平方メートル当たり住宅地価格を示している。三多摩
地区は区部に通う通勤者の住居が多い。元年に若干の地価下落がみられたが，59年から63年までの間
に，既に倍以上の値上がりをみせている。この地価は勤労者世帯の平均年収の5倍を越え，明らかに
購入可能限度を越えている。表17は東京都勤労者世帯平均年収と購入限度額を示している。元年で既
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図一7職と住のずれ
1．6
1．5
1．4
1．3
1．2
1．1
1
　　G　　　日召禾040　　　　　　　45　　　　　　　50　　　　　　　55　　　　　　　60　　　年
（㈱・・ずれ一?ﾓ袋≡雛繋
　　　2．就業者数又は国勢調査による。
　　　3．図4に同じ。6べ一ジ。
　　　　　　　　表一16　最近における東京都の住宅地価格の推移
團全国
薗東京圏
國東京都
囲都区部
（単位：万円）
中心区1内駆1胴区陣平均i北多酬南多劇西舞陣平均全都平均
昭和59年
　60
　61
　62
　　63
平成元
7，646
9，386
23，515
49，363
47，350
45，844
4，403
4，864
7，588
15，765
15，769
15，067
3，005
3，139
4，162
8，424
8，556
8，327
3，671
3，992
6，473
13，342
13，294
12，755
2，301
2，356
2，663
6，007
5，844
5，635
1，684
1，724
1，793
3，266
3，954
3，931
1，180
1，209
1，235
1，639
2，381
2，382
・，9831
2，031
2，228
4，652
4，842
4，714
2，773
2，954
4，307
8，903
8，914
8，535
（備老）1．東京都財務局「基準地価格」（各年7月1日現在）による。
　　　2．地区区分は東京都地価動向調査の分類による。
　　　3．100㎡当たりの価格である。
　　　4．表一15－2に同じ。47ページ。
に5倍に達し，表16と併せてみると，この時点で年収によ
る宅地購入可能地域は西多摩のみとなった。
　ところで人口が外延的に浸出して行くと，新たに宅地化
されるのは当然農地で，宅地増即農地減となるわけである。
次にその傾向をみることにするが，その前に東京都の全体
について概観することにしよう。30年の宅地は300（28・9％），
農地376（36．2％），山林原野346（33．3％），その他17（1・6
％）で合計1．039平方キロメートルであった。それが元年に
なると，宅地は522平方キロメートル（55．5°／・）で76％の増，
農地は112平方キロメートル（11．9％）で70％の減となった。
　これを表18と図8で地区別でみると，30年から元年まで
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表一17勤労者の年収と宅地購入限度額
　　　　　　　　　　　（単位：万円）
平均畷伸び率購入膿額
昭和59年
　60
　61
　62
　63
平成元
566
602
623
642
663
681
6．4
3．5
3．0
3．3
2．7
2，830
3，010
3，115
3，210
3，315
3，405
（備老）1東京都総務局「都民のくらしむ
　　　　き」より。
　　　2．年収は世帯で伸び率は当該年中
　　　　のもの。
　　　3．購入限度額は平均年収×5で計
　　　　算してある。
　　　4．前表に同じ。48ページ。
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表一18東京都の地区別宅地・農地面積の推移
（単位：千㎡，％）
宅
地
農
地
昭和30年
　35
　40
　45
　50
　55
　56
　57
　58
　59
　60
　61
　62
　63
平成元
　30
　35
　40
　45
　50
　55
　56
　57
　58
　59
　60
　61
　62
63
平成元
区 部
面積指数増減率
231，890
252，783
266，828
279，197
297，340
306，341
307，552
309，482
310，039
311，325
309，299
311，686
311，542
312，666
313，221
118，143
102，773
76，814
53，006
31，951
24，668
23，751
22，732
21，577
20，738
20，093
19，287
18，531
17，775
17，269
????????????????
????????1
??????????????? ??? ? ?
??????????
????????
△
△
△
△
△
?
摩
面測指釧増減率
68，100
83，357
109，852
141，629
177，706
190，　508
191，869
193，833
195，653
198，080
199，869
202，271
204，229
206，381
208，567
258，071
245，954
212，192
168，972
127，338
110，439
108，464
107，429
105，637
104，120
102，407
100，596
98，899
96，654
94，661
?????ー ?
oo ?????????
22．4
31．8
28．9
25．5
7．2
0．7
1．0
0．9
1．2
0．9
1．2
1．0
1．1
1．1
△4．7
△13．7
△20．4
△24．6
△13．3
△1．8
△1．0
△1．7
△1．4
△1．6
△1．8
△1．7
△2．3
△2．1
計
面積指到増減率
299，900
336，140
376，680
420，826
475，046
496，849
499，421
503，315
505，692
509，405
509，168
513，957
515，771
519，047
521，788
376，214
345，727
289，006
221，978
159，289
135，107
132，215
130，161
127，214
124，858
122，500
119，883
117，430
114，428
111，930
??????? ?????
?????1
???????? ? ? ? ?，? ? ??
△
?????????????? ? ????
（備考）1．東京都課税資料によって作成。免税点以上である。　2．区分所有土地に係る分を含む。
　　　3．30から50年までは5年間の増減率である。　　　　　4．前表に同じ。110ページ。
の宅地増加率は，区部では35．1％であるが，多摩地区は206．3％である。その分農地が減るが，区部
で85．4％，多摩地区63．3％，合計264．3平方キPメートルの減少となった。都心，区部から周辺地区
へ住宅地がひろがって行く姿がよく分る。ところでこうした動向には節目があり，表18の計をみると，
30年から55年までの問，都全体の宅地増加率は65．　6°／・であったが，55年から元年までの増加率は5％
と急激な下落である。
　農地は減少で30年から55年までに64．3％の減，55年から元年までが17．2％の減で，宅地化の動きに
対応している。そしてこの動きは，程度の差はあっても，区部，多摩地区ともに現われてきている。
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図一8　東京都の地区別宅地・農地面積の推移（昭和30年＝100）
指数
350
300
250
200
150
100
50
??????
窟
????????、????
0
昭和30　　40　　50　　56　　58　　60　　62　平成元年
　　　　35　　　　45　　　　55　　　　57　　　　59　　　　61　　　　63
O－一一宅地区部
●一宅地多摩
△一農地区部
×一農地多摩
（備考）1．東京都課税資料により作成。免税点以上である。
　　　2．区分所有土地に係る分を含む。
　　　3．表16に同じ。109ページ。
表一19東京都の市街化区域内農地面積の推移
（単位；千㎡，％）
昭和49年
　　50
　　51
　　52
　　53
　　54
　　55
　　56
　　57
　　58
　　59
　　60
　　61
　　62
　　63
　　64
区 部
面積指数【増灘
31，974
31，059
28，707
25，885
25，148
24，179
23，　482
22，510
21，206
20，084
19，337
18，773
18，133
17，442
16，709
16，229
????????1
ム2．9
△7．6
△9．8
△2．8
△3．9
△2．9
△4．1
△5．8
ム5．3
ム3．7
△2．9
ム3．4
?
摩
面測指剃増減率
。3．8【
。4．21
・2・・1
104，998
99，416
90，468
84，698
82，628
78，571
76，341
74，253
73，317
71，744
70，499
68，862
67，878
66，　728
64，682
63，022
?????1 ?????????? ? ． ??，?? ? ? ? ?
計
面劇指釧増減率
136，972
130，475
119，175
110，583
107，776
102，750
99，　823
96，763
94，523
91，828
89，836
87，635
86，011
84，170
81，391
79，251
?????1 ??????????? ? ? ? ?
（備考）1．東京都課税資料より作成。免税点未満を含む。
　　　2．「市街化区域内農地」とは課税上の分類で，その区域内にあっても生産緑地や転用田畑は含まれ
　　　　　ていない。
　　　3．前表に同じ。112ページ。
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表19は市街化区域内農地面積の減少状況を示すが，49年を100とする64年の指数をみると，区部で
51，多摩地区でも60，都全体としては58と，およそ半減に近い有様である。それが53年頃から，区部，
多摩地区とも減少率が縮小してきており，農地の減少に歯止めがかかってきたようである。
　48年4月25日に市街化区域内農地の宅地並み課税実施の決定をみたが，自治体による骨抜きなどで
実質的にはほとんど変化がない。この農地減少率の縮小は，それだけ農地の絶対量が減り農業継続意
志の強い農家が残ったこと，転用する農地は転用をすませ，残っているのは耕作用かあるいは資産と
して保有されている農地であること，などによるのではないか。資産保有の揚合，農用地利用増進法
によるか「長期営農継続農地」にするか，あるいは偽装農地化することになる。
注　宅地並み課税の対象となる農地は，東京都の場合23区および26市の特定市街化区域内農地で，表20によれ
　ば64年には7，682万1，000平方メートルで，前年比2．3％の減である。このうち長期営農継続農地（積極的に保
　護すべき農地として実質的に宅地並み課税が猶予される）は，宅地並み課税対象農地の89．0％に当たる6，835
　万平方メートルもある。この農地の割合は区部より市部の方が高く，区部計82．7％に対し，市部計は90．7％
　になっている。前年との増減では宅地並み課税農地の方が長期営農継続農地より減少面積が大きく，長期営
　農継続農地率は増加している。〔東京都r東京の土地1989』（土地関係資料集）東京都都民情報課，112ページ〕
　　政府税制調査会の土地税制小委員会は，土地の譲渡所得税，相続税の改革案作成について，基本方針を固
　めたようである。r日経』平成2年10月6日（土），朝刊　それによると5日の小委員会で，10月末の答申に
　向けて最終的な調整に入ったとのこと。農地課税についてその骨子を見ると，既に合意に達しているのは①
　固定資産税の長期営農制度の廃止，②相続税納入猶予の要件を「終生農業継続」に厳格化することなどで，
　今後の検討課題として残されているのは，「保全すべき農地」の線引き（生産緑地などの転用規制強化）につ
　いてのことである。長期営農継続制度は57年3月31日地方税法改正案が参院を通過，成立して発足した。こ
　れで宅地並み課税徴収猶予が決まった。三大都市圏の市街化区域内農地は，固定資産税，都市計画税ともに
　本来は宅地並み課税が原則であるが，10年以上営農継続が適当と自治体から「長期営農継続農地」の認定を
　受けると，それらの税が一般農地と同額に軽減される。こうなると固定資産税などは，そのまわりの宅地の
　80分の1程度ですむことになる。しかし好きな時にいつでも宅地として高く売れるのに，こうした優遇措置
　をいつまでも続けるわけにいかないという声が，しだいに高くなってきていたのも事実である。そこでこの
表一20　長期営農継続農地面積の推移
（単位：千㎡，％）
区
市
合
?
部
?
特定市街化区域農地
　　　（A）
昭和6矧64｝64－63
ユ6，709
61，953
7S・　662　1
16，229
60，592
76，821
　△480
（△2．9）
△1，361
（△2．2）
△1，841
（△2．3）
長期営農継続農地
　　　（B）
63 64i64－63
13，834
55，973
69，870
13，416
54，934
68，350
　△416
（△3．0）
△1，039
（△1．9）
△1，520
（△2．2）
長期営農継続農地率
　　B／A×100
63 64
82．79
90．35
88。74
82．67
90．66
88．97
（備考）　L　東京都課税資料によって作成。免税点未満を含む。
　　　　2．各年1月1日現在，但し長期営農継続農地の多摩26市分は3月31日現在である。
　　　　3、　（　）内は減少率である。
　　　　4．区部は目黒，大田，世田谷，中野，杉並，北，板橋，練馬，足立，葛飾，江戸川の各区の合計，
　　　　　市部は入王子，立川，武蔵野，三鷹，青梅，府中，昭島，調布，町田，小金井，小平，日野，東村
　　　　　山，国分寺，国立，田無，保谷，福生，狛江，東大和，清瀬，東久留米，武蔵村山，多摩，稲城，
　　　　　秋川の各市の合計である。
　　　　5．前表に同じ。113ページ。
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農地認定の1回目の更新時期に当たる91年末に同制度を廃止し，廃止前に市街化区域内農地の線引きを全面
的に見直し，宅地並み課税を適用して宅地化を促進する農地と，保全すべき農地を区分しようということに
なる。これはすでに63年5月27目の土地臨調で，長期営農継続農地制度の見直しを求める決定がなされ，6
月28目閣議決定の総合土地対策要綱では，「保全すべき農地」に関し市街化調整区域への逆線引きや生産緑
地指定など，都市計画により区分する方向を打ち出している。宅地並み課税の免除など税制上の恩典は，都
市計画で農地以外への転用を厳しく制限した上で認めようとするもので，この中に「生産緑地制度」の転用
規制の強化が含まれている。
　現在第1種生産緑地（土地区画整理事業・住宅街区整備事業施行区域外）は指定を受けて10年経つと，市
町村に買い取り請求ができるが，請求からカ3月経っても売買が成立しない時には，自由に転売できること
になっている。市町村としても，高値の市街化区域内農地の買収は簡単でないから，売買不成立に了るケー
スが多い。こうして従来の生産緑地制度の転用規制は，実質的には尻抜けになっていた。
　最近東京都下で生産緑地への指定を希望する農家が増えているという。従来生産緑地は表21のとおり面積
的に区部より市部に多く，56年をピークにその後しだいに減少してきていたが，最近三鷹市で25件，約9ヘ
クタールの申請が出されている。いずれ課税強化は避けられないとみた農家の，先駆けの動きとみられてい
る。r朝日』平成2年9月29日（土），朝刊しかし規制が強化されれば，課税を逃れて偽装することの効用も
薄れてしまう。
表一21生産緑地面積の推移
（単位：ha）
肇和5°5・15253541551565758591・・6・6263平成元
区部
市部
合計
34．2
264．　0
298．2
52．4
306．2
358．6
55．4
311．5
311．5
64．6
332．9
397。5
65．9
344．3
410．2
66．7
70．2
436．9
68．7
437．2
505．9
68．9
435．7
504．6
68，3
433．7
502．0
68．1
433．　0
501．1
63．3
427．5
490．8
61．4
424．6
486，0
59．1
421．9
481．0
58．8
423．2
481．9
62．0
417．7
479．8
（備考）　1．　東京都都市計画局資料により作成。
　　　　2．各年12．月現在である。
　　　　3．区部は目黒，世田谷，中野，杉並，練馬，江戸川の各区の合計である。市部は入王子，立川，武
　　　　　蔵野，三鷹，青梅，調布，町田，小金井，小平，東村山，国分寺，国立，田無，保谷，狛江，東大
　　　　　和，東久留米，武蔵村山，秋川の各市の計。
　　　　4．前表に同じ。115ページ。
表一22　用途別農地転用面積の推移
（単位：ha．％）
1昭和59年 60 61 62 63 計 63／62
住　　宅　用　　地
工　鉱　業　用　地
私立学校等用地
そ　　　の　　　他
　　　計
194．2
22．2
10．5
69．3
296．2
199．4
25．0
15．　5
65．8
305．7
208．4
11．3
　7．2
80．6
307．5
255．5
19．1
　6．8
83．9
365．3
199．0
12．1
18．　2
77．　1
306．4
1，056．5（66．8）｝。22．・1
　89．7（　5．7）　　　　△36．6
　58．2（　3．7）　　　　　167．6
　376．7（23．8）　　　　　△8．1
1，581．1（100．0）　　　　△16．1
（備考）　1．
　　　　2．
　　農地法第4条および第5条による農地転用面積（許可および届出）である。
　　農林永産省r農地移動実態調査結果』（59年～60年），同r土地管理階報収集分析調査結果』（61
　年～63年）によって作成。ただし63年は暫定値である。（）内は計を100とする構成比である。
　　私立学校等用地には公園・運動揚・鉄道・道路用地等を含む。
??
　　その他は駐車揚，資材置き揚，建築機材置き揚等である。
??
　　前表に同じ。114ページ。
??
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表一23事業別用地1m2当たり取得費の推移
　　　　　　　　　　　　　　　（単位；千円）
障副河川1公劇平均
昭和60年度
　61
　62
　63
292
416
493
695
291
598
595
518
257
343
279
281
280
404
400
433
（備考）　1。東京都建設局資料により作成した。
　　　2．金額は1㎡当たり平均取得費で補償費を含む。
　　　3．前表に同じ。41ページの表から作成した。
　次に表22によって農地転用の状況をみよう。それによれば62年までは増えたが，その年をピークに
その後減少に転じ，63年は前年より16．1％少なくなっている。最も減ったのは工鉱業用地への転用で
ある。工場の立地移動によるものであろう。面積の絶対量が多いのは住宅用地で，ピークの62年には
255．5ヘクタールあった。しかしそれが63年には199ヘクタール22．1％の減となった。学校用地への転
用があるが，私立学校などの市部移転等によるものであろう。
　大勢は転用減で，原因は地価の超高騰であろう。表23は事業別用地の1平方メートル当たり取得費
を年度別にみたものであるが，平均で60年度が28万円，63年度になると43万円余の約1．5倍強に値上
がりしている。道路用などの値上がりはもっとひどく，大凡2．4倍にも達している。地域別の転用価
格を推定するため表24を見よう。これは道路整備事業の用地費を示すが，一見して区部の1平方メー
トル当たり単価が，鰻上りに値上がりしているのが分る。区部平成2年度302万円余は，58年度42万
円余の7．1倍である。
　表右端に事業費に占める用地費の割合を示した。区部などではその割合が半分程度であったのに，
63年度あたりから80％ないしそれに近い割合を示すようになった。多摩地区あたりの価格が，いわゆ
る農地転用価格に近い数字であろうか。これが58年度14．6万円，2年度は47万円であるから，約3．2
倍の値上がりである。これが1平方メートルの価格であるから，坪は155万円，10アールは4．6億円強
となる。農地の時価をそのように計算し農業経営を営むとどうなるか。
　例えば稲をとってみる。東京の63年度水稲作付面積は468ヘクタール，10アール当たり収量は342キ
ログラムで，沖縄の264キロクラムを除けば全国最低である。全国平均は474キログラムであるから，
それより100キログラムほど少ないことになる。農林永産省の「米生産費調査」によると，10アール
当たり粗収益は，517キログラムの収獲として15万5，390円で，生産費を差し引いた10アs－一ル当たり所
得は，6万5，142円となっている。仮りにこれをそのまま東京に当て嵌めてみても，10アール4億円
余もする土地で引き合うはずがない。
　稲は自家用と考えても，住宅がスプロール的に侵入しているような地区では，生活基盤整備が遅れ
ているのが普通で，従って下水道が整備されていなレ㌔そのため生活排水が水田に流れ込んで，せっ
かくの米も食用不適の烙印を押されて，自家用にも使えなくなってしまう。
　ヒ田の野菜露地物の類は，全国主産地調査（農水省）によると，63年産10アール当たり所得の最も多
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表一24道路整備事業用地費の推移
　　　　　　　　　　　　（単位：億円，千㎡，万円）
用地費 買収面積 1㎡単価 用地費／　事業費
一｛∵
59
60
61
62
63
平成元
2
????? ?
????? ?
??
｛?
?????
????? ?
????? ?
186．　4
70．3
　0．8
257．6
229．7
83．5
　1．0
314．2
294．　5
97．8
　0．7
393．1
394．9
129．3
　3．2
527．4
732．2
155．9
　4．7
892．9
1，1682
　314．6
　2．4
1，845．2
1，732．6
　510．　0
　2．3
2，244．9
2，500．6
　729．4
　3．6
3，233．　6
44．1
48．3
20．2
112．6
52．4
61．4
25．0
138．　8
59．5
81．1
18．2
158．8
27．3
69．4
26．6
123，3
45．7
65．5
82．0
193．2
47．4
80．1
80．3
207．8
60．3
121．3
32．2
213．8
82．7
155．1
52．　8
290．6
42．3
14．6
0．4
22．9
43．8
13．6
0．4
22．6
49．5
12．1
0．4
24．　8
144．1
18．6
　1．2
24．8
160．3
23．8
　0．6
46．2
246．7
39．2
　0．3
71．5
287．4
42．1
　0．7
105．　0
302．2
47．0
　0．7
111．3
48．9
54．4
3．6
48．3
56．2
55．8
4．1
53．9
57．0
59．6
2．5
55．5
60．1
61．8
7．7
58．1
69．6
61．7
9．7
66．0
80．3
72．5
4．2
76．3
78．9
72．0
3．　5
75．6
78．9
77．5
6．1
77．6
??）??（ 東京都建設局資料により作成した。
昭和58年～63年は決算，平成元年，2年は当初予算による。
用地費には建物等の補償は含まない。
前表に同じ。43ページの表から作成した。
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いのが夏秋採りのなすで78，8万円，秋採り白菜などは僅かに5．4万円に過ぎない。ノ・ウスものがかな
り有利で，ハウス促成ピーマンが133．3万円，ノ・ウス半促成加温きゅうりが123．2万円，ノ・ウス促成き
ゅうりが106．4万円という。東京はしかしそれらの主産地になっていない。東京が主産地になってい
るのはカリフラワーで，作付面積382ヘクタール，生産量6，870トン，出荷量6，006トンである。カリ
フラワーが有利な作物であるに違いないが，多摩地区1平方メートル当たり23．8万円，10アール当た
り2億3，562万円の土地で作って経営が成り立つはずがない。
3　農地価格変動の要因と下落の影響
　（D　全国ならびにブロック別変動要因
　既にみてきたとおり，47，8年頃からの地価急騰に引きずられて，農地価格も値上がりしてきた。
全国農業会議所によると，中田価格上昇の要因は表25のとおりである。「その他」が多いがこれは内
容が示されていないので判断の材料にならない。次が「住宅用・工業用の団地ができた」ためで・こ
れは人口および企業集中の進む関東，東海，近畿と，それに中国に多い。「土地買い占め」による値
上がりは北海道，東北，九州などで目立っ。工業団地もあるかも知れないが，ゴルフ，スキー，リソ
ート用地向けが多いのではないか。中には例の「原野商法」まがいのものもあるのではないか。「農
地転用」の影響も見逃がせない。転用で受け取る農地の売却代金は，耕作目的の農地売買価格をはる
かに上回る額が普通で，その金で代替地を求め，周辺地域の農地価格を引き上げてしまう。団地への
転用となると面積が広いので影響は大きい。市街化区域内農地の転用では，価格は宅地並みとなるで
あろうから，大金を抱えて地価の安い調整区域に入ることになり，周辺の地価を一挙に押し上げてし
まう。
表一25　中田価格上昇の要因（昭和47年）
（単位：％）
???????
全　　国　　0．2
北海道1??????????
0．5
0．1
0．9
1．1
L2
土地改良
が行なわ
れたため
規模拡大
意欲が強
いため
2．6
1・81
4．11
1．5
3．8
6．5
0、9
0．9
0．5
2．0
土地買い
占めなど
の影響
鉄道・道
路ができ
た
住宅用・
工業用の
団地がで
きた
1．7
5．5
5．9
0．2
0．6
1．4
－：
1．8旨
3．0
・司
29・11
11：1！
18：li
???
、1：9i
??????????20．4
18．2
14．8
22。6
20．3
19．　7
24．4
26．6
14．7
18．5
全体とし
て転用が
多い
10．1
5．4
11．1
11．4
11．2
12．5
11．6
11．0
7．7
???????
????? ???
6．9
5．5
13．2
7．5
4．4
7．3
7．5
1．8
4．4
5．5
1。3
1．2
1．9
0．9
0．2
2．1
0．9
2．1
1．4
その他
37．9
38．2
29．8
39．5
38．6
38．4
35．6
39．0
48．0
38．8
?
ユ．
J
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
（備考）　1．全国農業会議所調べである。四捨五入してあるから計は必ずしも100．0にならい。
　　　2．　r日本農業年鑑・’75』家の光協会，164ページ。
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　地域によってはそのほか様様な要因が働き，価格の上昇を招いている。土地の広い北海道を除いて
一般的には道路，鉄道建設の影響である。北陸，東北の水田地帯では「土地改良」の効果が農地価格
に現われてくる。規模拡大意欲の強い北海道，東北，九州などでは，農地に対する需要も多く価格上
昇の要因となるであろう。
　しかし高騰が限度を越えれば，需要が減って値上がりを抑える。48年10アール当たり全国平均中田
価格（会議所調べ）は189万円で，農…林省（当時）の米生産費調査では10アール当たり純収益は5，8万
円，これを全部投じても中田10アールを買うのに約33年をかる。地価と農業収益との乖離は甚だしく
なっている（36）。
　農地取得を援助するため「農地取得資金制度」がある。従来の自作農維持創設資金の一部を拡充し
て38年度に発足し，貸付決定金額も40年221億円余から48年318億円と，44％も増額したのに，融資対
象面積，件数ともに減少する結果となった。ただし面積の減る割合は都府県が大きく，40年と48年を
比べると，都府県はL3万ヘクタールが0．5万ヘクタールに，北海道は3．3万ヘクタールが2．1万ヘクタ
ールに減っている。北海道の方が規模拡大意欲と一戸当たり平均経営面積が大きいからであろうか。
件数の減り方は大きく，これは両者合わせて40年が5。9万件，それが48年には1．8万件に減ってしまっ
た。取得資金を借りて農地を買って返済ができないほど，農地価格が上がってしまったということで
あろう。
　資金総額は増えて件数が減っているから，一件当たり金額は大きくなるわけで，40年は37．5万円で
あったが，48年には173．7万円と4．6倍になった。農地価格の高騰，取得面積の拡大，貸付限度額の引
き上げなどによる。なお農林漁業金融公庫の調べによると，48年には1ヘクタール以上経営層の借り
入れが87．8％（北海道を除く）を占めており，この資金が中・上層農の規模拡大向けに利用されてい
ることが分る（37）。
　次に最近の動向であるが，既に見たとおり北海道，東北，九州など主要農業地帯で農地価格の下落
が進み，一方関東，東海，近畿など大都市圏の農地価格は，更に一段と騰貴を続けている。主要農業
地帯における農地価格の下落は，米の生産調整強化や米価をはじめ農産物価格の引き下げなどで，農
業収益性がしだいに悪化してきたことに基因する。農業収益性の好転に関する様様な提言が試みられ
てはいるが，その可能性についての展望が開けないまま，該地帯における農地価格下落に歯止めがか
かったという兆候は見られない。以下に最近の純農業地域と市街化調整区域の農地価格の変動，なら
びに価格騰落の原因についてみることにしよう。まず変動の状況から。
　①純農業地域の農地価格とその変動　もう一度表7の「耕作目的」欄をみよう。10アール当たり中
田価格は63年が171．6万円，元年178．2万円で，中畑は116，3万円と119．5万円である。僅かではあるが
上昇傾向にある。ブロック別では下落もみられ，63年の田では北海道，東北，九州，元年にはそれに
四国が加わっている。畑は63年に北海道，東北，中国，九州，沖縄で下落，元年には四国が加わって
沖縄が消えている。田畑とも主要農業地帯で連続下落していることになる。
　一方，価格が5％以上も上昇している地区がある。その割合は63年で中田が11％，中畑が10％，元
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年は中田，中畑とも10％である。ブロック別でみると，63年に農地価格が5％以上上昇している地区
の割合が10％以上のブロックは，関東，東海，北陸，近畿，四国，沖縄（近畿，四国は中田のみ，沖
縄は中畑のみ）で，関東などは割合いが前年の倍に達している。元年に上昇地区の割合いの大きいの
は関東，東海，近畿に片寄り，関東，近畿で35％以上，東海も30％以上の地区で農地価格が5％以上
上昇している。
　②市街化調整区域内農地価格の変動　この区域は周辺に市街化区域があり，都市化が進んでいるた
め純農業地域に比べてはるかに高値である。63年10アール当たり770万円で対前年比8．1％の上昇，中
畑は738．4万円で10．8％の値上がりである。元年になると中田866．7万円で12．6％上昇，中畑848．2万
円で14．9％の値上がりで，前年以上の上昇率となった。ブロック別では63年は関東，近畿，東海の上
昇率が高い。市街化区域内農用地の上昇率の高いのがこの年の特徴で，ここ数年みられなかった特徴
である。これに対して北海道，東北の中田，中畑，中国，四国の中畑が前年より下落している㈹。
　以上純農業地域と市街化調整区域内農用地の農地価格変動を概観したが，次にその変動理由をみる
ことにしよう。表26は両地区を併せて，上昇・横ばい・下落の理由を調査地区の割合で示したもので
ある。次に下落と上昇に分け，その原因についてみることにしよう。
　①農地価格下落の原因　まず純農業地からで63年の中田で最も多いのが「生産調整」，次が「農産
物価格が低い（不安定）」，そして「生産意欲減退」がそれに続く。中畑の1位は「農地の買手が少な
い」，2位「生産意欲減退」，そして次が「農産物価格が低い（不安定）」となっている。これらは当時
の農業情勢を反映しており，例えば米価は62年以来2年連続引き下げ，小麦その他畑作物の行政価格
も，61年から引き下げられている。62年からの水田農業確立対策に基づく水田転作面積の拡大などで，
農地価格は下落圧力を受けている。
　元年になると農業を取り巻く情勢が一段と厳しくなり，農家がしだいに生産意欲を失ってきたのか，
「生産調整」は3位になり，1位が「農産物価格が低い（不安定）」，2位がストレートに「生産意欲
減退」になっている。
　市街化調整区域内農地価格が下落した地域もあった。下落原因はどうか。中田では「生産調整」が
それほど響いていない。63年，元年とも最も多いのが「農地の買い手が少ない」である。市街化調i整
区域は本来転用にある程度制度的な歯止めがかかっている。不動産業者が先を見越して大規模に網を
かけてくる以外には，それほど宅地化の機会はない。（現実はスプロ・一一ル化した所もあるが）農地と
しての売買も，より都市に近い所の農家，公共用に農地を買収された農家などが，転用に伴って代替
地を求めてくる以外，余り多くを期待できない。いよいよ買い手が少なくなってきたということか。
事情は純農業地と大差はない。
　中畑は63年特に「農地の買い手が少ない」が多くなり，遠隔地畑地の荒廃を推測させるデータが出
てきている。元年には人手不足で作付管理ができない，買い手もつかない，苦労して作物を作っても
高くは売れない，これではやる気もなくなる，とこういうことで，中畑価格も下落傾向が出てきたの
である。
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表一26農地価格の変動理由別割合
（単位：％）
上
昇
農業収益が増加，安定
規模拡大意欲が強い
土地改良の実施
公共買収
工業用地等民間企業による買収
周辺の宅地化進行
代替地取得
資産的保有
農外資本による土地投機
一般物価上昇
その他
計
純　農　業　地　域 1備化謹鴎膿用駆域
中　　田 中　　畑
野゜63辞1631元
　0．9
　2．4
16．0
11．1
　7．3
20．4
　4．2
14．6
　3，6
11．4
　8．0
100．0
　0．7
　4．0
14．8
13．1
　7．0
23．8
　7．3
11．8
　3．9
　7．9
　5．7
100．0
　1．4
　3．7
　9．1
11．9
　7．5
24．3
　4．0
16．0
　3．4
11．6
　7．2
100．0
　1．1
　3．5
　6．8
12．9
　8．6
30．0
　6．1
11．8
　4．6
　5．3
　9．2
100．0
中　　田 中　　畑
63　1元 63｝元
横
ば
い
下
?
農産物価格が低い（不安定）
生産調整
労力不足，過疎化，農業後継者がいない
生産意欲減退
地価が農業収益で買える限界に達した
開発や代替地取得がおさまった
農地の買い手が少ない
負債整理
その他?
農産物価格が低い（不安定）
生産調整
労力不足，過疎化，農業後継者がいない
生産意欲減退
地価が農業収益で買える限界に達した
開発や代替地取得がおさまった
農地の買い手が少ない
負債整理
その他
計
20．3
10．5
17．8
14．1
12．8
　1．7
18．9
　1．1
　2．　8
100．0
25．9
26．6
　8、1
14．　8
　6．4
　1．0
12．2
　4．1
　0，9
100．　0
16。0
　9．6
19．8
17．7
10．7
　1．0
19．5
　1．0
　4．6
100．0
30．3
14．　7
10．8
19．9
　6．2
　1．1
11，9
　3．3
　1．6
100．　0
15．2
　3．0
21．3
16．0
12．9
　1．5
24．9
　1．1
　4．2
100。0
16．8
　3．1
14．4
17．3
　5．8
　0．7
33．8
　3．　7
　4．3
100．0
　1．6
　1．5
　8．8
11．6
　2．9
26．5
20．5
　7．6
　2．5
12．　3
　4．3
100．0
　9．9
　2．4
25．5
16．2
10．5
　0．9
26．6
　0．9
　6．9
100．0
16．1
　3，8
17．4
21．0
　8．4
　0，8
24．6
　2．4
　5．5
100，0
13．2
　4．5
12．4
14．4
21．0
　7．3
23．6
　0．5
　3。1
100．0
23．1
　7．4
　8．4
16．6
　6，4
　5．9
26．　2
　3．5
　2．5
10Q．0
　0．8
　1．5
　6．5
16．　5
　5．4
20．2
21．2
　5．9
　3．6
11．0
　7．6
100．　0
10．5
　6．4
11．6
13．4
20．2
　5．　7
25．1
　0．9
　6．1
100．0
19．2
　8．5
13．2
12．3
　4．8
　4．8
23．1
　6．3
　7．9
10Q．0
　2．0
　1．4
　6．5
12．2
　3．4
26．7
19．1
　6．7
　1．8
12．8
　7．4
100．0
　9．7
　2．1
13．3
13．6
21，7
　7．2
28．5
　0．5
　3．4
100．0
14．0
　2．1
14．1
14．6
　9．4
　4．7
32．8
　3．6
　4．7
1OO．0
　1．0
　1．0
　5．2
16．0
　5．5
21．8
20．0
　6．1
　3．9
11．9
　7．4
100．0
　7．7
　2．6
15．2
12．3
20．3
　5．1
28．7
　1。1
　7．0
100．0
15．4
　2．4
22，5
15．4
　5．3
　2．4
24．4
　2．7
　9．4
100．0
（備考）　1．　「中田」中畑」とはそれぞれの調査地旧市町村において，収量水準や生産条件が平均的な水田お
　　　　　よび畑をいう。
　　　　2．　「上昇」「横ばい」「下降」は，「横ばい」を±3以内の変動として，調査に当たった農業委員会
　　　　　に農地価格の動向を聞いたのである。
3・それぞれの理由の構成は，理由が無記入であった調査地区を除いたものを100としている。
4．全国農業会議所r田畑売買価格等に関する調査結果（概要）』（1988，90年）によって作成した。
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　②農地価格上昇の原因　純農業地域63年中田の上昇原因で目立つのは「周辺の宅地化進行」で，関
東，東山，東海，近畿のいずれをとってみても人口集中の激しい地域で，宅地化の影響が純農業地に
まで及んでいることになる。「土地改良の実施」もかなり高い割合を占めているが，田の生産力を高
めるような施設が施されれば，当然その土地の価値が上がるので，地価の上昇をもたらすことになろ
う。さらに勘繰れば，排水施設完備，道路ならびに側溝整備，区画整理等が実施されれば，必要な時
と場合にいつでも宅地に転換できる，つまり土地改良事業一基盤整備事業は，農地の宅地予備軍化推
進事業的性格をもっている。
　もう一つ目立つのが「資産的保有」である。即ち農地はもはや農業経営用地としての意味を失って，
先祖伝来の土地一実際は戦後の農地改革によって我が物とした農地も多いが一として保有されている
ケースが多くなってきている。こうなるとその土地は市場に出ないから，そのような保有が多くなれ
ば，当然他の農地価格を引き上げるはたらきをする。
　元年になるとまた一段と「周辺の宅地化進行」が多くなり，「土地改良」や「公共買収」等も相変
らずである。「資産的保有」は若干率を落しているが，それでもニケタの割合を保っている。いずれ
にしてもそれほど前年とは違っていない。ただ「規模拡大意欲が強い」の割合が若干大きくなってい
るが，割合そのものはそれほど大きなものではない。
　中畑の方も傾向としては中田とパターンを同じくしており，水田と違って畑の性質上「土地改良」
を施した土地面積は余りないようである。中田，中畑ともに，第1位の「周辺の宅地化進行」が際立
って高い比率を示している。しかし宅地化の進行以外にも，具体的に示すとリゾート開発，ゴルフ場
建設，東京湾横断道路，関西研究学園都市などの大規模公共開発事業，またそうした事業に伴う高速
道路の建設などの影響が，一部では地価の高騰を招いている（39）。
　市街化調整区域の農地価格上昇原因で目立つのは農外の要因で，その点は63年も元年もほとんど差
がない。最も多いのが「周辺の宅地化進行」と「代替地取得」で，両年とも違いがない。市街地価格
高騰→市街化調整区内農用地価格騰貴→純農業地域内農地価格騰貴といった，地価の玉突き現象が明
確に見えることになる。あるいはまた純農業地域同様，大規模公共事業一東京湾横断道路，関西新空
港，関西研究学園都市建設など一の影響も大きい（4°）。
　（2）農地価格下落の影響
　農地価格が市街地価格と関わりながら変動してきた様子をみてきたが，その変動が農村経済社会に
与えた影響は極めて大きい。現地でどの様な事態が起こったか，以下事例的にみることにしよう。
　（1）北海道の場合
　北海道は既に表11に示したとおり61年から田畑ともに価格が下がり始め，以後連続的に下降を続け
ている。これは研究所調べであるが，会議所調べでは中畑57年，中田58年からの下落で，60年以降は
田畑とも連続下降である。表27のとおりである。内容を詳しくみよう。表28は価格の上り下りを農業
地帯別にみている。園芸，畜産地帯では若干のところで田畑ともに値上がりしているが，大勢は横ば
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表一27北海道田畑売買価格の推移
　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円，％）
日召禾054年度
　　55
　　56
　　57
　　58
　　59
　　60
　　61
　　62
　　63
? ?
価剰増減率
440
485
520
524
524
520
512
502
479
442
12．5
10．2
7，2
0．8
0．0
△0．8
△1．5
△2．0
△4．6
△7．　7
? ?
価格陣減率
196
214
214
212
221
231
221
216
204
195
13．3
9．2
0．0
△0．9
4．2
4。5
△4．3
△2．3
△5．6
△4．4
（備考）　1．純農地（B）価格である。
　　　　2．対前年増減率である。
　　　　3．北海道農業会議r昭和63年田畑売買価格等に関する調
　　　　査結果』21ページの表によって作成した。
　　　　4．　昭和63年5月1日調査（昭和62年5月1日～63年4月
　　　　30日）で，207農業委員会中198委員会よりの報告を取り
　　　　　まとめたものである。
表一28北海道農業地帯別農地価格の変動状況
（単位：％）
????????
上 昇
中副中畑
横　ば　い
中則中畑
2．4
1．6
6．6
5．9
4．7
3．5
5．3
11．8
9．5
48．4
31．2
52．9
84．6
46．7
82．1
58．5
57．9
47．5
59．6
64．7
71．4
下
?
中副中畑
49．2
67．2
47．1
15．4
46．7
11，8
36．8
38．6
52．5
35．1
23．5
19．1
（備考）　L　北海道農業会議「昭和63年田畑売買価格等に関する調査」による
　　　　　ものである。
　　　　2．　同r調査結果』52パージの2表によって作成した。
いか下落である。稲作地帯の中田は67．2％が下落，中畑は約60％が横ばい，畑作地帯は田畑とも横ば
い下落がほぼ半々である。酪農地帯は田は落着いているが畑が多少不定で下落気味である。
　表29－　1で価格上昇の理由を地帯別にみたが，全道中田では「周辺の宅地化」が3分の1を占め，
宅地化の波が北海道にも押し寄せてv’る ｴが分る・1°分の’r外部資本の土地徽こよるとし凍
京資本の進出が取り沙汰されている。同じ理由は稲作地帯の中畑にもみられ（50％），かなり集中的に
道外資本の進出がみられるようである。酪農地帯中畑の値上がりは「規模拡大意欲の強さ」（66．6％）
によるのが多い。酪農地帯は脱落者もいるが意欲的な農家もいるという，選別化の時代に入っている
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表一29－1北海道農業地帯別農地価格上昇の理由
（単位：％）
（1｝　　（2） （・日〔・｝ （5） （6） （・）（・）（・｝（1・）（11）陣｝
全道囎
????
作
????
作
????
農
????
芸
????
産
??????
???
22．　2
66．7
?
33．4
100．0
　　i｝11．1
50．0
33．3
22．2
100．0
100．0
33．3
44．5
50．0
33．3
100．0
100．0
（備考）　1．前表に同じ。54，55ページ。
　　　2，上昇理由は次のとおり。
　　　　（1｝農業収益が増加，安定しているため。
　　　　②　農業経営の規模拡大意欲が強いため。
　　　　（3｝圃揚整備・土地改良事業等が行われたため。
　　　　〔4｝道路・鉄道等公共買収の影響。
　　　　㈲　工業用地等のための民問企業による買収の
　　　　　影響。
　　　　（6）農用地区域の周辺で住宅化が進行した影響。
　　　　｛7）他の地区からの代替地取得が多かったため。
（8｝農地は売らないものという意識が強く，売り
　に出される農地が少ないため。
（9）農外資本による土地投機が行われたため。
圃　農地価格が上昇するものとの意識が強く前年
　より高い価格で売買されるため。
（11｝その他（具体的な文章で）。
姻　無記入。
ようである。園芸地帯中田の値上がりは全部「周辺の宅地化」による。都市近郊が多いからである。
　しかし値上がり件数は少なく，大部分は横ばいと下落である。表29－2でまず横ばいの理由からみ
ょう。全道の田では「生産調整」「米・農産物低価格」などによる農業不振からの「農地の買い手」
減が響いている。水田では一般的に積極的経営が減っているということか。畑も同じように「買い手
が少な」く，高くなり過ぎて「農業収益」では買えなくなっている。
　稲作地帯の中田ではさすがに「生産調整」と「米価安」が大きく取り上げられている。ここの中畑
では「農地の買い手が少ない」が目立ち，農地の高くなり過ぎが響いているのと，稲の単作化が進ん
でいるのではないか。「生産調整」も18％ある。これはやはり農家に相当響いている。畑作地帯中田
では，「低米価」と「生産調整」が大きく取り上げられている。中畑では「農業収益」では買えない
地価の高騰が目立ち，ついで「農地の買い手が少ない」，「農業委員会の活動」が地価の値上がりを抑
えていることが分る。
　酪農地帯の中田では，値上がり過ぎで「農地の買い手が少ないため」がトップで，「低米価」がそ
れに続いている。少ない米作収入では高価な田地は買えないし，売れないということで横ばいである。
中畑も似たようなもので，高くなり過ぎがトップである。園芸地帯中田では「生産意欲の減退」が40
％を越え，稲作に興味をなくしてきているし，中畑は中畑で18％強が「農地の貿い手が少ない」から
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表一29－2　北海道農業地帯別農地価格横ばいの理由
（単位：％）
1（1）1〔・｝（・） ｛・中・｝ （・）1（・｝（・）（・）｛1・）i（1・）a・｝｛13）
全道｛鴇
稲作｛踊
畑作｛罧
酪農｛罵
園芸｛踊
畜産｛串場
19．　7
11．5
25．0
12．1
33．4
15，8
27．3
8。8
7．1
13．3
21．2
6．2
40．0
18．2
33．3
9．1
2．9
14．3
L6
1．8
5．　3
7．1
6．7
6．6
2．7
5，0
3．0
9．1
14．3
9、1
7．1
6．　7
4．9
8．0
5．3
5．9
42．8
45．4
6．7
11．5
21．2
5．0
21．2
11．1
20．9
18．2
32．5
???
1．8
3．0
9．1
18．0
23．0
10．0
30．4
15．8
36．3
17．6
14．3
18．2
28．8
38．3
6．6
12．4
5．0
3．0
11．1
15．8
23．5
14，3
13．3
3．3
4．4
10．0
6．1
5．3
5、9
3．3
3．5
5．3
2．9??
7．1
??
3．0
11．1
10．　5
??
（備考）　1．　前表に同じ。
　　　　2．横ばい理由は次の通り。
　　　　　〈1）米価など農産物価格が低い（不安定）ため。
　　　　　②　水田農業確立対策等の生産調整のため。
　　　　　（3）兼業化による労働力不足のため。
　　　　　（4）離農による過疎化のため。
　　　　　｛5）農業後継者がいないため。
　　　　　（6）全体として農業の生産意欲が減退している
　　　　　　ため。
　　　　　（7）農地価格が農業収益等で買える限界まで達
　　　　　　したため。
C8）土地投機や開発，宅地化，代替地取得等がお
　さまったため。
（6）農地の買い手が少ないため。
圃　あっせん事業等，農業委員会の活動による。
（11｝負債整理のための農地売却が多いため。
（12〕その他（具体的な文章で）。
圏　無記入。
表一29－3　北海道農業地帯別農地価格下降の理由
（単位：％）
1・1）1…1・・申・申・・1・・）i（・・（・）（・）〔1・）〔1・）（12）（13・
全道｛職
稲作｛臨
畑作｛綴
酪農｛罵
園芸｛職
離｛悶
43．5
22．5
53．4
41。0
37．5
23．8
10．0
14．3
16．1
1．4
14．0
37．5
50．0
25．0
1。6
2．3
1．4
5．0
???」?
4．5
5．0
28．6
50．0
25．0
12．9
11．3
14．0
9．1
12．5
19．0
50．0
10．0
1．6
1．4
14．3
25．0
14．5
43．7
11．6
31．8
47．7
50．0
42．8
50．0??? ??
1．4
5．0
4．8
8．5
4．7
9．1
12．5
9．5
10．0
2．8
4．5
25．　0
1．4
5，0
（備考）　1．前表に同じ。
　　　　2．理由の項目は前表に同じ。
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とし，積極性のなさを示している。畜産地帯も似たようなもので，中田は「農地価格」の上がり過ぎ
で，　「農業収益」では買えなくなったとするのが20％を越えている。
　以上全体として横ばいの理由は，農地価格が上り過ぎて買い手が少なくなり，加えて生産調整や米
・農産物価格安で生産意欲が落ちた，ということのようである。
　次が下落の理由で，表29－3によると横ばいの場合よりいくらか理由が集約されている。全道中田
では43．5％が「低米価」で，ついで「買い手が少ない」「高くなり過ぎ」となる。中畑も似た様なも
ので「買い手が少ない」に集中し，「農産物価格が低い（不安定）」も22．5％を占めている。すなわち
下落の理由は農地が「高くなり過ぎ」たのに低米価，農産物価格安などで，農地を買って規模拡大を
しようという積極的な意欲の持ち主がいなくなってきた，ということである。
　次に下落理由を地帯別でみると，稲作地帯の田では過半数が「低米価」で，あとは「生産調整」と
「農地価格の上り過ぎ」がみえる。畑では「農産物の価格安」と「農地の買い手が少ない」が目立つ。
畑作地帯も稲作地帯と同様の傾向がみられる。酪農地帯の田では低米価，農産物価格安を問題とする
より，「生産調整」「農地価格の過騰」が全部で，畑は「買い手減」に集中している。園芸地帯でも同
様で，田畑ともに「買い手が少ない」が主になっている。畑で「土地投機その他」が目立つが，都市
に近い地域であろう。畜産地帯の田は「生産意欲の減退」と「買い手が少ない」に集中，畑もそれに
準じている。
　以上のとおりであるが，こうした情勢の中で，北海道では農家の負債問題が深刻化してきた。表30
で農家の借金状況をみると，北海道の貯借率は69と飛び抜けた高さになっている。同じ農業地帯の東
北，九州はまだ20％未満である。北海道農務部「農家経営総合調査」（60年，約7，000戸）では，質問
表一30全国ブロック別農家1戸当たり負債，貯蓄残高（昭和59年度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万円，％）
率
?
貯
佃A
???????
B
????????
????
海
????
関東・東山?????????
　142
1，185
　204
　166
　176
　156
　173
　147
　166
　195
　864
1，722
1，072
1，368
1，622
1，842
2，054
1，330
1，510
1，107
　245
1，004
　311
　234
　316
　259
　171
　174
　293
　294
????????
粗収入借
入金比率AIC
58
118
65
71
56
60
101
84
57
66
（備考）　1，借入金，貯蓄額とも年度末残高である。
　　　2．農水省r昭和59年度農家経済調査報告』による。
　　　3．天間征「農家の経営能力と負債問題」r農業と経済』
　　　　昭和61年12月号，8ページ。
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表一31北海道地帯別調査農家の経営・負債状況
（単位：戸，万円）
稲　作
畑　作
酪農
肉用牛
????
1，208
993
795
98
農　業
粗収入
716
1，310
2，311
6，241
農　家
所　得
536
725
9S7　1
農家経
済余剰
211
329
　　　　532
…96P　7・4
借入金
残　高
1，555
1，533
2，637
4，162
農　協
貯　金
1，044
1，095
1，091
813
資　産
評価額
4，869
5，627
6，720
6，916
借入金
　貯
，．，1
1．4
2．4
5．1
借入金
　粗収入
2．2
1，2
1．1
0．7
0．3
O．　3
0．4
0，6
借入金
農家経
済余剰
7．4
4．7
5．　0
5．　8
（備考）　1．　農協貯金，資産の評価額は濃密調査による。
　　　　2．調査農家3，100戸（うち集計は3，094戸），1戸当たり平均である。
　　　　3．昭和62営農年度である。
　　　4．　北海道農政部r農家経営実態緊急調査結果の要約（素案）』（平成元年5月）2ページの表に
　　　　　より作成した。
表一32　北海道地帯別経済階層区分別農家
　　　戸数割合　　　　　　　　　　　（単位：戸，％）
稲　作
畑　作
酪農
肉用牛
農家戸数
1，208
100．0
　993
100．0
　795
100．0
　98100．0
表一33　北海道地帯別階層別借入金残高増加要因
　　　　　　　　　　　　　　　（単位：戸，％）
経済階層区分別構成比
A　・1・D
59．8
69．5
78．9
62．2
24．4
19．2
17．5
26，5
10．5
6．5
2．5
3．1
5．3
4．8
1．1
?
作
8．2
（備考）
1．北海道農政部調査，前表に同じ。
2．　階層別区分は下記のとおり。
　A一約定償還元利金の支払いが可能
　　　（農家経済余剰一約定償還元利金≧O）
　B一約定償還利息は払えるが約定償還元金
　　　は一部しか払えない
　　　（約定償還利息≦農家経済余剰く約定
　　　償還元金）
　C一約定償還利息の一部しか支払えない。
　　　（0≦農家経済余剰く約定償還利息）
　D一農家経済余剰がマイナスの階層
　　　（農家経済余剰くO）
畑
作
酪
農
??????
???????
増　　加　　要　　因
経常収支
の赤字額
の借換
7．4
41．1
54，4
68．6
3．1
45．7
65．0
77．3
18．5
46．1
75．0
75．0
新規投　資
63．4
44．6
32．9
20．0
65．6
47．8
22．5
22．7
70．4
23．1
16．7
25．0
生活関
連資金
17．1
10．7
5．1
5．7
12．5
2．2
7．5
0．0
3．7
7．　7
0．0
0．0
その他
17．1
3．6
7．6
5．7
18．8
4．3
5．0
0．0
7．4
23．1
8．3
0．0
（備考）
1．北海道農政部調査，前表のとおり。
2．　肉用牛は酪農と同様の傾向がみられるので省略
　　（原表）してある。
「あなたの経営で，今一番問題となっているのは何ですか」に対する回答（複数回答）で「負債が多
い」が3，419で49．9％と1位，2位は「経営規模が小さい」で3，065の44．7％と出た（41）。これを「借
金で苦しむ農家と規模拡大をしたい農家は別」と読むか，「規模拡大はしたいが借金が多くて」とい
う，北海道農家の悩みと読むかは残された問題である。
　同じく農政部「62営農年度3，100戸調査結果」によると，貯借率（農協）は稲作地帯で，1，5，酪農
も大きいが特に肉用牛地帯では5．1と極端に悪い状態になっている。表31のとおりである。表32によ
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表一34北海道稲作農家耕地規模別負債状況
（単位：ha，万円）
耕　地
規模
3未満
3～
5～
7～
10N
15～
????
　505
　703
　963
1，261
1‘632
2，370
農　家
所　得
　414
　527
　687
　865
1，　096
預貯金
457
505
642
652
857
1・　443　11・°°°
資　産
評価額
3，606
4，445
5，703
6，981
8，998
12，456
借入金
残高
　813
1，181
1，763
2，494
2，848
3，363
約　定
償還額
205
265
368
459
540
630
1．8
2．3
2．7
3．8
3．3
3．　4
借入金
　粗収入
1．6
1．7
1．8
2．0
1．7
1．4
借入金
　資産額
0．22
0．26
0．31
0．36
0・　32
P
°・　27　i
器，
1．6
1．7
1．8
2．0
1．7
1．4
（備考）　1．
　　　2．
　　　3．
農家所得中に約定償還利子分を含む。
北海道農務部農業対策室『農家経営総合調査結果の概要』昭和61年3月による。
天間，表30備考記載資料，9ページ。
表一35　北海道離農戸数と処分面積の推移
（単位：戸，ha）
昭和
　51年 5215315415引5657 5815960 61 62
農家戸数12，，。7、，997、，、488、，332、，、、5、，。。、
処分農用地
面　　　積 12，3149，1276，5737，9156，2704，914
1，157
6，326
1，103
5，789
1，212
6，528
1，316
7，942
1，279
7，899
1，434
9，255
（備考）　昭和62年版『北海道農地年報』北海道農政部農地調整課，平成元年3月，35ページ。
表一36　北海道離農事由の推移
（単位：戸，％）
脚力不副後儲醐熊問釧将来不刻 ?
昭和56年
　　57
　　58
　　59
　　60
　　61
　　62
62構成比
394
382
364
474
461
383
451
31．5
329
419
401
363
466
495
558
38．9
151
199
268
304
278
317
332
23．2
131
157
71
84
111
84
93
6．4
1，001
1，157
1，103
1，212
1，316
1，279
1，434
100．0
（備考）　前表に同じ，38ページ。
ると，負債の約定元利金支払いに大なり小なり不安のある農家割合は，稲作地帯で最も大きく酪農地
帯は相対的に小さい。表33で借入金残高の増加理由をみると，約定償還元利金支払可能，つまり経営
優良農家は，どの地帯でも圧倒的に新規投資で規模拡大をしているのに，返済の難しい農家は経営収
支赤字分の借り換えが大きな割合を占め，借金が借金を生む借金地獄に陥っている。
　表34で経営耕地規模別に様子をみると，貯借率の最も大きいのが7～10ヘクタール層で，その前後
の層が次に位置している。貯借率だけみると10ヘクタール以上の大規模層も大きいけれども，償還額
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・農業所得比率が1．4と低いので，返済可能性は大きいとみていい。全般的には中規模層の受ける借
金圧力が大きいようで，特に酪農，肉用牛経営を中心に深刻化し，中規模専業農家の上位，下位層へ
の移行，負債問題を契機とする分解が進んでいるようである（42）。
　それはともかくとして，負債が負債を呼び負債の固定化が広範囲に渉って進んできて，前出表32に
よれば，調査農家の3分の1強が固定化負債を抱えている。そのこと自体大きな問題であるけれども，
その解決が離農という形で行なわれていることが，問題をより複雑にしてきたといえよう。表35は北
海道における離農家族数と処分面積を年次別に示している。51年から減ってきて56年を底に再び増え
てきた（43）。表36で離農事由をみると，後継者難労働力不足に続いて，負債問題が3番目（23．2％）
にきている。後継者難や労働力不足も，負債の原因である経営不振と無関係ではあるまい。
　実はこの離農による解決が，問題を農村内部にとどめて社会問題化させなかった理由で，その間に病
は内攻していた。次のとおりである。すなわち借金には担保を入れるが通常連帯保証人を立てる。過
剰負債の整理には，連帯保証人が負債総額見合いの価格で債務者の農地を購入し，その代金で債務者
は負債を整理する。連帯保証人がその土地の購入を拒むことは事実上ほとんどないであろうから，農
協などは担保の土地と連帯保証人をセットでおさえておけば安心，ということであった。それと土地
は値上がりするという「土地神話」が，この農村内部の自律的解決の根底にあったことは間違いない（44）。
　ところが既にみたように（表27），畑56年田58年から農地価格が下落を始めた。保証の根底が崩れ
てきたことになる。これでは負債見合いの価格で農地を買い取って貰うことが困難になる。担保農地
が売れないと負債の償還が進まないから，負債農家の利子負担は増大する一方であるし，農協は農協
で結局オーバーローンになって，債権の保全そのものが危くなる。農協が危いというのはこういうこ
とである。
　北海道の農協には独特の経理方式がある。組合員勘定方式一通称「組勘」と呼ばれ，既に20数年の
歴史がある。元来この方式は組合員農家の経営の計画化と，それに基づく農協経営の計画化をねらい
とするものであった。従って最近ではコンピューターの導入によって，全道の農家の組合員勘定項目
に関する数値が集中的に管理され，簡易農家簿記的活用も可能になってきている。
　しかし実はこうした組勘の在り方が，組合員農家の「農協まかせ」姿勢を助長し，経営の主体性を
失い，自ら計画化を放棄する農家を続出させてしまった（45）。
　北海道総合文化開発機構の調査（46）によれば，組勘との関係で過剰負債農家を四つに分類することが
できる。①経営感覚のない農家。知らないうちに毎年組勘収支が赤字になり，負債がじわじわと累積
して行く，組勘制度の悪い面の出ている農家。②計画性のない農家。周囲につられ自己資金準備なし
に全額借金で家を建て新しい機械を買う。③強気の農家。自己負債限度に甘く，積極的規模拡大策が
裏目に出て・オイルショック，生産調整，冷災害などで資金繰りが急速に悪化している。④小規模政
府依存型農家。価格安定を見越して政府価格支持作物に依存，平年は何とか収支のバランスがとれる
が，支持価格が下がったり冷災害があったりすると，その度に赤字を累積させて行く。
　金融機関としての農協の側にも問題がある。①前記組勘制度は一般的には当座貸越制度であるが，
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これが農協と農家との間の資金的取引をルーズにしている。②購i買品の掛買制度で農家はキャシュレ
スで買物をするし，農協は物によっては割り当てのようにして購入をすすめる。③組合員に対する安
易な貸し出し姿勢。互いに熟知の間柄で厳密さを通し切れない村共同体意識に左右される。④担保
（農地）の時価評価額に対する貸付限度額決定時の甘い姿勢。⑤農協内部の各部門間の連絡調整の不
十分さ。購買，販売部門と金融部門との連絡が十分に行われていない。
　農協も金融機関としては銀行並みの厳しさを一面において持つべきであるが，一方協同組合として
の性格をも併せ持っているため，必ずしも明確な割り切り方ができない弱さがある。そのことを認め
ても，「農家のいいなりになって貸せばその農家はきっと離農に追い込まれる」というし，また「農
協の貸すだけ借りたらこれも離農」ということでは，何のための組合金融か分らなくなる。
　特に農協の貸付限度額の決定について問題が指摘されている。水田時価10アール80万円として，そ
の65％が貸付基準額とすると，6．85ヘクタールの平均所有農家の貸付限度額は3，567万円で，これは
平均農家の理論的負債限界1，332．5万円の約2．7倍になる（47）。つまり担保評価額の5～8割を貸して
もオーバーロ　一一ンになるのに，なぜ農協はそれをするのか。一つは担保能力と負債償還能力との混同
がある。通常金融機関としては，担保能力即償還能力とみて一応は差し支えがない。しかし農協の場
合相手は農家で，償還不能の場合農家は土地を手離し，離農を余儀なくされる。従って経営の継続を
考えるなら，担保能力が10あっても，例えば農業粗収入1年分とかの限度を考えて，貸し出しを年収
に見合うものにする必要もあったのではないか。
　もう一つ落し穴がある。これが各地で問題化していることで，担保に入れた農地の値下がりである。
担保評価額の6～8割を貸付限度とするのは，地価に対する慎重さの表われともみえるが，ほとんど
それは形式化していたのではないか。土地は値上がりするという「土地神話」が浸透すると，風聞で
は10割ないしそれ以上の貸し付けを行なう農協もあったとか。まさかと思うがもし本当なら，金融機
関としての資質を問われかねない。
　＜稲作地帯A町の場合＞
　A町農協の組合員勘定取引約定書によれば，組合員は取引の開始に当たり，農協の定めた営農計画
書を毎年12月31日までに農協に提出，両者協議のうえ営農計画書等に基づいて，取引の範囲および資
金供給限度額を決め，組合員勘定を通じて取引をする，とこのように定められている。もちろん農産
物の販売は，営農計画等に基づいて農協に販売，または販売を委託することになる。さらに組合員は
農協に対して「農協取引約定書」を提出，債務履行に関する詳細な約定を義務付けられている。それ
にも拘らず脱落する農家の出現を防ぐことはできなかった。なぜか。
　A町の農地価格の変動をみると。48年中田10アール30万円（自作地を自作地として売る場合），中畑
15万円（同以下同じ），53年市街化調整区域農用地区域内中田60万円，中畑45万円，58年中田68．5万円，．
中畑28万円，そして63年には中田56．4万円，中畑35．6万円となっている。53年から58年にかけては値上
がりにみえるが，57年がもう少し高値で，58年はそれより少し値を下げているので塑る。その時の値
下がり理由には，高値になり過ぎて農業収益では買えなくなり，さらにその年売りに出されたのは中
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田が多かったからと記録されている。63年中田値下がりの理由は，規模拡大をしても今の価格ではそ
のまま収益性に結びっかないので，更に値を下げるのを期待して買い控えているからとある。なお中
畑が若干値上がりしているが，たまたま売りに出された土地が国道沿いの好条件にあったからである。
　離農をみると62年度田作5戸で，うち1ヘクタール未満1戸，3～4ヘクタール層1戸計2戸が労働
力不足により，1～2ヘクタール層1戸が将来に対する不安から，1～2ヘクタール層1戸，7．5～10ヘ
クタール層1戸計2戸が負債問題により離農している。63年度は田作1ヘクタール未満1戸，5～10
ヘクタール層1戸，混同10～20ヘクタール層1戸の計3戸，これが全部負債整理のための離農である。
　さてそこでA町農協の組合員勘定を43年度から63年度まで，5年おきにみることにしょう。表37に
よると借方中負債償還が年々増加し，43年度は3億円で63年度は12．4億円に達している。それはとも
かくとして，48年度，53年度を除いて，いずれも借方が貸方より多い。この状態が続けば当然組勘制
度そのものが危くなる。
　そこで農協は負債固定化農家の経営内容を洗い出し，対策に乗り出した。リスト・アップされた農
家は25戸・うち離農は6戸で全部水田経営である。離農時の借入金残高は様様で，（a）は1，635．3万円，
〈b）が5，015．2万円，（c）残り4戸は皆3，000万円を越えている。（a）は小規模でありながら天災資金，自作
農資金，農業振興資金等々各種資金の融資を受けたが，結局負債の整理がつかず，利子の高い負債整
理資金を多額に借りる羽目に陥った。61年離農。（b）は10ヘクタールに近い経営で規模拡大，大型機械
導入・家屋建築等積極的投資を借り入れで賄い，借入残高が3，000万円を越えた段階で，自作農維持
資金（再建整備）の導入をはかったが及ぼず，農地を全部売却，62年離農。（c）4戸の離農は57，59，
62，64年である。
　（a）は小規模で天災害と生産調整，米価安につぶれたケース。（b）は度を越した積極さに敗れたケース。
表一37　営業年度区分組合員勘定の推移
（単位：円）
昭和43年度 48 53 58 63
借
方
貸
方
??????????????
前年繰越
農産収入
畜産収入
そ　の　他
　計
　71，945，926
　300，265，633
　881，063，904
　362，277，071
　760，033，685
2，375，586，219
　173，858，598
1，520，349，928
　113，936，663
　442，348，089
2，300，535，278
　82，675，844
　466，867，870
1，529，625，162
　330，064，460
　948，604，362
3，357，837，698
　348，651，644
1，359，782，702
　 49，429，676
1，413，932，358
3，471，796；380
568・423・542P
　929，870，178
2，416，163，734
　662，708，533
1，405，383，248
5，982，549，253
　431，251，193
2，861，635，722
　618，062，174
2，122，704，788
6，033，653，877
　 84，960，429
3，142，270，788
　653，888，564
　895，208，088
5，576，327，869
1，950，872，396
　628，959，245
2，732，623，230
5，312，454，871
1，237，282，　－
3，562，957，　－
　412，817，　－
　751，216，　－
5，964，272，　一
2，871，020，　－
　838，498，　－
1，935，421，　－
5，644，939，　一
残
? 75・・5・・94・…3・958・682　i・5・…4・642263・872・998い19，333，一一“
（備考）　1・営業年度は各年1月1目～12月31目である。
　　　2．北海道A町農協r業務報告書』によって作成した。
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（c）の4戸は（a）（b）の要因を何らかの程度持ち合わせていたとみ
ていい。実はこれら農家の離農の時期，まず畑から値下がり
が始まり，その後全面的に農地価格が下落，一時持ち直した
が下落の大勢は変らなかった。土地神話の支配した頃，バブ
ル地価の7割も貸し付けていたとすると，地価の値下がりは
担保価値の減少を意味するから，貸付金回収に危機感を抱く
のは当然といえる。
　（2）東北地方稲作地帯の場合
　稲作地帯には共通した要因がある。生産調整と米価の抑
制，それに稲作特有の天候依存性がある。天候の影響は北海
道同様東北地方におていも大きい。これが時に大きな負債を
生む。しかし一方では農地価格を急騰させる要因も働く。道
路，鉄道等公共用地，住宅・工業団地など大小プロジェクト
による用地買収など，その最たるものであろう。さらにはそ
れに関連して，手にした多額の売却代金で遠隔地に安い代替
表一38秋田県農地価格の推移
　　　　　　（単位：千円，％）
1中田中畑
昭和35年
　40
　45
50
??「?
61
62
63
162
191
（117．9）
362
（189．5）
1，715
2，068
（120．6）
2，692
（130．2）
2，691
（100．・0）
2，599
　（96．6）
2，546
　（98．・0）
　67
　84
（125．4）
149
（177．4）
　955
1，303
（136．4）
1，793
（137．6）
1，793
（100．0）
1，782
　（99．4）
1，756
　（98．5）
地を求め，一挙に数倍に規模拡大を図るケースも出てきた。
これが周辺の農地価格を引き上げることは既に述べたとおり
である。しかしながら農地価格の高騰が農業収益をもって計
算した理論地価をはるかに越えると，もはや借金をして買っ
ても農業収益での返済は不可能になる。
　〈秋田県の場合〉
（備老）
1．45年までは耕作目的自作地売買価
　格県平均10a当たりで，50年以降は
　市街化調整区域内農用地区域の価格
　である。
2．　（）内は前項に対する比率で，例
　えば61年の該当（）内は62／61×
　100。
3．秋田県農業会議r田畑売買価格等
　に関する調査結果』各年度版による。
　表38で秋田県の農地価格の推移を示した。50年前後は物価上昇の影響もあり，また圃場整備，土地
改良事業などで条件が改善されて規模拡大志向もあり，あるいは農家の資産保有型土地所有など，各
種条件が重なって，田畑ともにかなりの値上がりをみた。その後値上がりこそ止まったが，いわばこ
れは高値安定で，従来都市近郊農家にみられた資産的保有志向が，しだいに遠隔地農村部に浸透して
行ったものとみられている。
　60年代に入ると幾分値下がり気味で，それ以後は全面安に推移している。県農業会議の調査結果，
下落理由はここも大差はなく，田の1位が「生産調整」（44％）で，2位「低米価」（38．・4％）は前年
を大幅に上回った。米ドコロではこれが深刻な問題である。「田の価格が上がり過ぎて農業収益で買
えなくなった」（8．8％）も値下がりの理由になっている。畑の場合は「農地の買い手が少ない」が
31．2％で前年の4倍近い。次が「農産物価格が低い」で26．2％，「生産調整」が18％である。畑作物
も採算をとり難くなってきたようである。
　いずれにしても63年度調査で，「生産調整」を農地価格下落の理由とする市町村が堆えたことは注
意を要する。米への依存度が高い米ドコロでは，それは直ちに所得減につながる。そうなれば必然的
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表一39　山形県農地価格の推移
　　　　　　　（単位：千円，％）
中剛中畑
昭和35年
40
45
50
55
60
61
62
63
　195
　241
（123。6）
　530
（219．9）
　945
（178．3）
2，161
（228．　7）
2，122
　（98．　2）
2，036
　（95．9）
1，860
　（91．4）
1，767
　（95．・0）
　98
　131
（133．7）
　304
（232．1）
　568
（186．8）
1，361
（239．6）
1，155
　（84．6）
1，099
　（95．2）
　978
　（89．0）
　939
　（95．0）
表一40　山形県農地価格変動の推移
　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）
昭和53年
伸畑別1値上がり塑い陣下・・り
（備考）
1．全県平均で10a当たり価格である。
2．（）内は前項に対する比率で，例
　えば40年は40／35×100，61年は61／
　60×100である。
3．　山形県農業会議r田畑売買価格等
　に関する調査結果』各年度版による。
58
59
60
61
62
63
水　　田
　畑
水　　田
畑
水　　田
畑
水　　田
畑
水　　田
　畑
水　　田
　畑
水　　田
　畑
157
139
????
?????（??
??1
?
?
????
180
185
151
167
146
178
???
124
154
119
123
?
?
??
??「?
「??
????
103
97
（備考）
1．県下全市町村農業委員会管内の旧市町村（昭和25
　年基準233地区）の全部を対象とした結果。
2．　前表に同じ。
表一41最近における山形県農地価格横ばい・下落の理由
（単イ立：件）
1響馴〔1申・中・） （・・1…1…｝…1・・・…1・1・・1・1…12・i計
水
?
畑
昭和61年
62
63
61
62
63
横ばい
下　降
横ばい
下　降
横ばい
下　降
40
W
??
?
横ばい
下　降
横ばい
下　降
横ばい
下　降
??2
??
﹇??1
?
?
???
??
??1
??2
??
?
???ー
?1
「?
??
??
?
?
?
?
?
?
??
?
??
??
?
?1
??
???
??2
?1
??
「???
?? ?
??2
?
?2
?
??
，?
?
??
?
?
?
???
????
??
??」?
「??
?
???
?
??
?
ー??
?
??
??
?
?
?
??137
75
5　　124
1　　98
5　　119
1　　103
9　11591158
??1
?1
154
68
123
97
（備考）　1．前表に同じ。
　　　　2．　理由番号の内容は次の通り，横ばい・下降共通。
　　　　　（1｝米価など農産物価格が低い（不安定な）ため。　②　水田利用再編対策等の生産調整のため。
　　　　　（3）兼業化による労働力不足のため。　（4）離農による過疎化のため。　（5）農業後継者がいないた
　　　　　め。　（6）全体として農業の生産意欲が減退しているため。　（7）農地価格が農業収益等で買える限
界まで達したため。　（8）土地投機や開発，宅地化，代替地取得等がおさまったため。　（9）農地の
買い手が少ないため。　（10＞あっせん事業など農業委員会の活動による。　〔11）負債整理のため農地
売却が多いため。　（12）その他。（具体的な文章で）
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に兼業化が進み，見切りをつけた若者の農外流出を誘い後継者難を引き起こし，経営主の老齢化と相
侯って，「負債整理のための農地売却」＝離農がひろがる可能性が出てきた（48）。農地価格の下落が担
保農地の評価額を下げ，負債整理を一一層困難にし，そのためより高利の負債整理資金を借りざるを得
なくなる。はては返済不能で離農となるが，価格の下落している農地を担保にとっている，農協の受
ける打撃は大きい。
　〈山形県の場合〉
　表39は山形県平均農地価格の推移を示す。35年から55年までの間に11倍強も値を上げたが，値下が
りも早く，63年までの下げ幅は39．4万円と大きい。表40では53年から58年までの横這い状態，それが
しだいに値下がり傾向を示す過程が分る。48年頃は値上がり中で，その理由は農業内部の要因として，
トップが「区画整理，土地改良が行なわれた」，次「規模拡大の意欲が強い」，3番目「米の収益向上」，
4位「請負耕作の需要が多い」，そして5位が「畜産が盛んになり牧草地の需要が多い」となってい
る。政府買入れ米価の引き上げが続く中で，米作の有利さから農業に活力がみられ，こうした情勢を
反映した値上がりである。しかしこのことは，逆に米作が不利になれば値下がりすることを意味して
いる。その後の値下がりがそのことを証明した。
　山形県最近の農地価格横這い，下落の理由を表41に示した。田も畑も「農地の買い手が少ないため」
に集中してきた。しかしそれにはまた理由があるわけで，「米価など農産物価格が低い」のに「農地
価格が農業収益等で買える限界」を越えているから，当然買い手も減ることになるし，そのため「全
体として農業の生産意欲が減退して」くることになる。いずれにしても広範囲に渉って農地価格が下
落してきているが，横這いや下落の理由の中に，件数こそまだ目立たないけれども，「負債整理」が
あげられているのがみえる。先の表30によると，東北地方の貯借率は19で，北海道に比べればはるか
に低いが，しかし九州とともに他のブロックを引き離して高い率である。
　山形県のある協議会の報告書によると，農協は農家の求める資金を何時でも融資する金融機関であ
るため，農業経営者は資金繰りなど考えなくてもいい。特に「営農口座」（北海道は組勘）の揚合，
特別の手続きなしに融資を受けられる。資金が不足した場合，不足した分だけ自動的に供給がなされ
得るようなシステムになっている㈹。考えたら怖いシステムで，貸す方も借りる方も自律的に自己監
査ができるようになっていないと，貸し借りともに簡単に限度を越えてしまう可能性がある。
　この協議会は複式簿記の記帳を中心とした，市町村の農業経営研究会によって構成されているが，
その研究会の会員の決算書の中から，無作為に100名分抽出して分析した結果，流動負債のある者が
39，無いのが58，不明1，固定負債のあるのが83，無いのが13，不明4となっている。ほとんど大
部分が長期の借入金を持っている。問題は借入金の返済で，買掛金決済のため短期借入金を借りたり，
固定負債で返済したりしていることで，買掛金，短期借入金が限度にきて，長期借入金で返済してい
る農家，固定負債返済のため流動負債を導入するケース等々，借入金返済のために借金をするといっ
た，いってみれば資金繰りのつかない破産寸前の経営といえるものもある。この報告書に出てくる農
家は簿記記帳農家で，常々研究会で指導を受けていながら，それでもなおかっこうである。
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表一42制度資金の利用状況
（単位1人，万円）
???
実　数
???
農地取得
資　　金
9
51
8
?? ??
????? 500未満
59
59．0
総合資金
11
6’6
500～
16
16．0
その他公庫資金
22
13．1
700～
2
02
近代化資　　金
73
43．5
1，000～
3
03
後継者資　　金
62
551
1，500～
4
04
その他資　　金
7
24
2，000～
4
04
な　　し
41
2?
不　明
12
12．0
計
168
100．0
?
??
001
0001
　　（備考）　山形県農業会議r自立経営農家の意向と農地流動化の実態』昭和57年3月，16ページ。
　それはともかくとして，山形県の農業会議の調査によると，調査対象112名（県内10市町村農業青
年会議所等の会員）のうち制度資金の利用者，ならびに借入残高は表42のとおりである。近代化資金
が最も多く，後継者資金，その他公庫資金と続き，農地取得資金もある。自立専業農家の借りそうな
資金が並んでいる。借入残高は500万円以下が最も多く，1，000万円以上が11名，中には2，000万円以
上という者もいる。
　一山形県B町の場合一
　総面積81．49平方メートル，人口8，884人，世帯数1，831戸，農家数1，117戸，耕地面積2，145ヘクタ
ール，うち水田1，799ヘクタール，畑129ヘクタール，樹園地217ヘクタール，工業団地3，面積27万
平方メートル，12社操業，従業員800人（以上62年）がこの町の概略である。
　地方小都市に隣接し水稲を基幹作物とする複作経営地域であるが，水田転作がらみで果樹や野菜な
どが増え，団地化が進んでいる。その一方で肥育豚，種豚，肥育牛，繁殖牛，乳牛，難，プロィラー
など畜産も盛んになり，特用作物，きのこ類の栽培も導入，施設投資も増えてきた。
　30年代後半からの総合土地改良事業で，30アール区画を主とする大規模圃場整備事業が施行され，
50年代初めに完成，また農業構造改善事業，農業総合モデル事業等を比較的早期に実施，農業近代化
の基盤造りが精力的に進められてきた。生産体制確立関係では第1次構改3億3，871．・8万円，第2次
構改5億7，125万円，その他各種事業費6億1，986．8万円，小計15億2，983・6万円，環境整備と農村定
住関係では農…村総合モデル事業が14億6，300万円，農業構造改善関連緊急対策事業6，850万円，農業集
落振興緊急対策事業6，250万円，農村地域安定促進対策事業2億4，609・4万円で小計18億4，009．4万円，
新農構改10億3，254．8万円，村づくり推進拠点整備事業1億6，486．4万円と，主なものを拾ってもこれ
だけの事業費が投下されている。これ以外に総合土地改良事業（国営・県営）の大事業がある。これ
に要する町，農家の負担金を計算する資料を持ち合わせないが，39年国営農業水利事業に始まって最
近の村づくりまで，数々の事業費分担金は，当然農家にとって重い負担になっているに違いない。
　一方こうした高度成長成策とその一環である農基法農政は，農業近代化を旗印に規模の拡大，大型
農機具の導入，あるいは施設化を煽り立てた。B町の場合特に重点的にこれだけの事業が実施されて
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表一43　山形県B町農協貯貸率
（単位：％）
昭和54年159 63 平成元年
・町農副
全国農協平均
・。・lg7
39．7　　　　32．2
07
6
ロ
52
61
（備考）　1．
　　　　2．
全国は農林中央金庫調べによる。
B町農協貸借対照表による貯金・貸出金比率で
ある。
表一44　山形県B町農地価格の推移
（単位：万円）
昭和48年
　　53
　58
　63
? ?
・地区・駆・駆1平均
53
160
200
200
57
220
230
230
58
220
230
230
56
200
220
220
?
畑
・地区i・綱・駆平均???30
108
85
83
30
108
85
83
29．7
102．　0
80．0
78．7
（備考）　1．　a，b，cは旧村該当地区
　　　　2．各年度「田畑売買価格等に関する調査票」・旧市町村全体の耕作
　　　　　目的の田畑売買価格（10アール当たり）の表によった。
いるので，いわゆる「近代化」のモデルケース視されざるを
得ない。農家の活発な投資活動が予想されるが，農家への金
融機関は農協で，北海道では「組勧」他所では通常「営農口
座」（1月1目～12月31日）というが，そのB町農協営農口座
取引が，前年度赤字分繰越しと当年度不足分を加えて，60年
は5．9億円の赤字となっている。
　表43によると当町農協の貯金，貸付金の割合（貯貸率）は，
全国平均に比べて著しく高い。近代化ブームで旺盛な資金需
要があり，一方農地価格の高騰があって担保力を過大に見積
り，貸出しを緩めたということはなかったか。前述のとおり
都市銀行がそうであった。人的結合の農協で，過大な貸し出
しがなかったとはいいきれない。
　それでは農地価格の変動を表44でみてみよう。確かに48年
から53年にかけての値上がりは異常であるが，これは隣接市
農地の宅地転用に伴う代替地需要が，高い転用価格を当町農
地に持ち込んだため，といわれている。中田はそれ以後若干
の値上がりをしたまま停滞しているが，これは代替地需要も
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表一45　山形県B町の農地売買状況
　　　　　　　　　　（単位：a）
件　　数　面　　積
昭和50年
　　51
　　52
　　53
　　54
　　55
　　56
　　57
　　58
　　59
　60
　　計
541
　97i
　73　1
　871??
??
1，lll
1，197
2，111
1，439
1，863
1，317
1，575
5，267
3，201
1，379
2，508
2，592
23，949
62 1，290
（備考）
1．　山形県農業会議『地域農業の実
　態と農地管理のための提言』昭和
　59年3月，ならびにB町農業委員
　会資料による。
2．農地法3条おまび農用地利用増
　進事業該当の合計である。
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おさまり，一方御多分に漏れず当町も，生産調整・減反，低米価で生産意欲が減退，水田需要が停滞
しているためである。しかし63年以後は，平均200万円程度に下落しているという。中畑の値上がり
も同じ理由であるから，それがおさまれば当然値下がりをすることになるし，それに加えて水田利用
再編対策の水田転作で畑面積が増えたため，田に先駆けて値を下げている。こうして田は63年以後，
畑は53年以後の値下がりによって担保力を落している。
　表45はB町の農地売買件数ならびに面積であるが，50年以来傾向として件数が増え，56年をピーク
にその後は減少している。50～60年の合計は件数で1，052件，面積239．49ヘクタールで，かなり売買
があったことになるが，これは兼業化と離農の進展による。
　表46によればB町総農家数は50年から62年までに1，289戸から1，117戸へ172戸の減，農家率は73．4
表一46　山形県B町総世帯数および専兼別農家戸数の推移
（単位：戸，％）
昭和50年
　　55
　　60
　　62
　62－50
62／50
総世帯数
1，761
1，792
1，761
1，778
　17
101．0
総　農　家
実　数
1，289
1，217
1，145
1，117
△172
86．7
農家率
73．4
67．9
65．0
62．8
△10．6
85．6
専　業農　家
実　数
　41
　57
　48
　52
　11
126．8
率
3．2
4．7
4．2
4．7
兼 業 農 家
実　数
1，248
1，160
1，097
1，065
△183
85．3
第　　1　種
実数「率
649
617
478
400
△249
61．6
52．0
53．2
43．6
37．6
第　　2　種
実　数　　率
　599
　543
　619
　665
　66
111．0
48．0
46．8
56．4
62．4
（備考）　B町資料による。
　　　　表一47　山形県B町経営耕地広狭別農家戸数の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：戸，ha）
i骸戸数1・未満・－i・一 3～　　5～　平均面積
表一48　山形県B町離農
　　　給付金の推移
　　（単位：件，千万円）
昭和40年
　　45
　　50
　　55
　　60
　　62
　62－40
62／40×100
1，328
1，318
1，289
1，217
1，145
1，117
△211
84．1
397
383
398
353
329
328
△69
82．6
491
478
402
360
310
398
△93
81．1
379
360
346
317
295
271
△108
71．5
　61
　97
　138
　174
　182
　191
　130
313．1
　　5
　13
　29
　29
　29
580．0
156．2
163。2
168．7
179．　6
190．9
192．0
　35．8
122．　9
（備考）　1．　山形県B町農業委員会資料による。
　　　　2・　5ha以上層は62／50×100である。
1件数金額
昭和46年1????????????????? ? ? ????? ? ?
（備考）　山形県B町農業委
　　　員会資料による。
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から62・8に10・6％の減，つまりそれだけ離農があったわけである。ところが専業農家は41戸から52戸
に11戸も増え，兼業農家は逆に1，248戸から1，065戸（兼業農家率95．3％）に183戸の減である。これ
だけみると離農は兼業農家から，といえそうであるが必ずしもそうでない。それはともかく，兼業で
は1種が649戸から400戸に249戸減，2種は599戸から665戸に66戸増となっている。これからみると，
第1種兼業農家の不安定さがうかがえるようである。
　表47でB町の規模別農家戸数の推移をみよう。戸数増減の分岐点は3ヘクタールで，それ未満は減，
以上は増である。中でも注目に値するのは，5ヘクタール以上層が50年に現われ，62年に29戸に達し
ていることである。B町では農地の売買は大体町内で処理されているようであるから，規模縮小が一
方の拡大につながったとみていい。その点で1～2ヘクタール層50年の激減は，3ヘクタール以上層
増につながる。
　ところで表45の農地売買件数の中には，規模縮小のケースと同時に離農のケースも含まれている。
表48はB町の離農給付金支給状況を示している。56年がピークで以後件数金額ともに減ってきている
が，離農が継続して発生していることは事実である。離農あるいは規模縮小のすべてがそうとは限ら
ないが，負債整理のための農地売却も多い。62年度実績でB町の所有権移転面積は12．9ヘクタールで，
確かな筋の証言によれば，その原因は100％負債整理のためであるとか。
　この12．9ヘクタールの件数は35件ほどで，うち負債整理で倒産したものが2戸含まれている。2戸
の売却合計は約3ヘクタール，債務は300万から400万円である。負債整理のためには自作農維持資金
（公庫資金）や再建特別資金などがあり，これを営農口座の借越分や購買未払金の整理に当てる。こ
れは実質的には債権の盟回しで，農家の側からすれば負債の借り替えに過ぎない。行き詰まれば農地
を手離すしかない。
　畜産農家倒産の例が何件かある。畜産の場合規格化された近代的な施設が融資を受ける際の条件に
なったりする。そのため多額の資金を借りて，これがその後の経営を圧迫する。それにも拘らず販売
価格は不安定で，例えば養豚農家が経営に失敗して，農地を全部売却している。
　肉牛肥育農家の場合は経過に曲折があり，必ずしも分明ではないが，端的にいえば過剰投資と経営
不安定が直接の原因である。その人はもとは複合経営で各種の賞を獲得した優秀農家である。積極的
で優秀な農家が倒産の危険を抱えている，その典型の一つをこの農家にみることができる。知り得た
限りの経過は次のとおりで，出稼ぎ解消のため家の囲りに肉牛15頭を飼ったのが始まりで，翌年70頭
5年後100頭に増やし，その都度別の場所に畜舎を新増築し，新たに草地を造成したりしている。素
牛価格高騰のため自家生産に切り換え，繁殖牛舎を建てた。高級牛肉生産のため和牛雌に固執もした。
こうした経過からは，積極的な優秀農家のイメージしか浮んでこない。
　しかし規模拡大の都度多額の融資を受けて負債が累積し，さらに営農資金や飼料購入資金がかさん
で，農協の営農口座，畜産口座の借越金額が増えてきた。60年には方針を変えてホルスタイン（乳牛）
去勢牛飼育に転換，国の肉用牛経営合理化資金の導入により経営の再建をはかるべく．，生活，経営の
改善に努め，本格的に簿記記帳に取り組むなどしていたのに，突然本人から農協に経営をやめる旨申
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し出があり，弁護士を介して破産の申請が出された。土地は担保に入っていたが，もちろんこの時点
では値下がりによる評価損で，隣接市の個人に買い取って貰い，牛は経済連がからんでいたので，そ
こそこの価格で他の農家に引き取って貰った。これがこのケースの結末である。
　そもそも畜産経営の近代化には，多額の資金が必要であり，一方毎日の飼料代その他経営i費などで，
畜産口座，営農口座の借入金が累積し勝ちである。口座が赤字になってくると，そこから生活資金を
引き出しにくい。そこで農家は家畜の売却を農協でなく家畜商にする，農協に売ると口座の借り越し
の精算にはなるが，生活費には回らないおそれがあるからである。
　畜産の場合，なかなか経営が安定しないのに，無闇に規模を拡大したりすると，単年度の収支は償
うことができても，投資額を回収した上更に利潤を得るのは容易でない。この町の肉牛肥育経営失敗
のケースは，大きな教訓を残してくれている。
　一つは外見だけから見て，積極的で経営意欲ありと判断し，急激に多額の融資を進めるのは危険で
あること。その危険を避けるには，常にバランスシートの検討を怠らないこと。担保に土地をとれば
安心，とはいえなくなったこと等々である。とかく経営をする方も融資をする方も，単年度の収支に
眼を奪われ勝ちであるが，これだけの債務の支払いには，これだけの純収益をあげる必要あり，あげ
る見込みがなければ融資しない。これが融資の大原則，当たり前の常識であるのに，経営者には簿記
感覚の欠如，指導者にも大きな手抜かりがあったのではないか。
　この揚合残る問題は，担保に入った農地の評価損である。この問題について詳細な資料を得ること
ができなかったので，何回かの融資に際し，何がどれだけに評価されて担保に入ったか不明である。
仮りに農地が担保に入って，ある時点では10アール200万円の評価であったとしよう。もしそれが地
価上昇期であったりすると，通常では精々評価額の七割が融資の限度であるのに，農協の揚合は6～
8割で，風評では10割融資ということも，場合によってはあったという。ことの真偽のほどは定かで
ないが，同じ村うちの者同志の問では，評価と融資の決定に何ほどか甘さがあったとしても不思議は
ない。農協は本来地縁的人的結合体なのであるから。それは時に共同体的強靱さをもつと同時に，
「なあなあ」的な弱さをもち，合理的判断を必要とする時の妨げとなる。
　その地価が下落して180万円になったとする。その経営は地価の高騰を当て込んで過大な借り入れ
をしていた。その経営がコスト・アップの農畜産物安で収益が上らず，元金はおろか利子の支払いも
滞り，負債整理を迫られてもそのめどが立たない。農協としては担保の土地を誰か第三者に買って貰
い，それによって貸金の回収をはかろうとするが，貸付金額と第三者の買い取り金額の間にマイナス
の差が出てくると，そのマイナス分は農協の損失負担となる。
　保証人とか親類縁者が，その場合の買い取り人になるのが普通であるが，その買い取り資金は農林
公庫の農地取得資金による場合が多い。その揚合の融資額は，値下がりした段階での地価の評価額の
何割，ということになるから，農協の貸出金額より少なくなる。農協はそれを受け取って農家に対す
る債権を整理するが，こういうケースが増えると農協が危なくなる。
　注　最近固定化負債が累積して経営維持困難な農家が増えたので，山形県の系統農協・行政が一体となって，
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表一49　徳島県農地価格変動の推移
（単位：千円／10a）
昭和54年
　　55
　　56
　　57
　　58
　　59
　　60
　　61
　　62
　　63
A
? ?
価格睡び率
1，335
1，697
1，749
3，606
7，372
7，551
6，420
7，279
6，915
7，005
100
204
209
178
202
192
194
?
畑
価　　格　伸び率
1，273
1，159
1，164
3，216
7，686
7，872
6，780
6，950
6，623
8，846
100
239
245
211
216
206
275
B
? ?
価　　格　伸び率
1，749
3，606
3，668
4，373
4，356
14，045
5，332
5，382
100
102
121
131
148
149
?
畑
価　　格　伸び率
1，164
3，216
3，216
4，109
3，402
13，625
4，862
5，548
100
100
128
106
154
173
（備考）　1．　Aは都市計画法指定町村で農用地区域内にある市街化調整区域における実勢価格，Bは
　　　　　都市計画法の指定を受けていない旧市町村の農用地区域内の実勢売買価格。
　　　　2．55，56年の数値には新都市計画法による該当市町村のデータが除かれているので伸び率
　　　　　は算出していない。61年はC町農地価格の急騰による例外的数値である。
　　　　3．徳島県農業会議調べによる。
農家の自主再建を助けるため「農家経済再建特別資金」制度が設けられ，63年6月21日から実施されてい
る。条件はかなり農家に有利になっている。（山形県農協中央会「農家経済再建特別資金融通措置要綱」「同
の運用について」）しかしこれとて融資であって救済金ではない。努力をして返済して行かなければならな
い金で，単なる借替資金に過ぎず，それによって累積債鱗の元本が減るわけではない。
　｛3｝四国地方，特に徳島県の場合
　既にみてきとおり，四国は割合地価が高い。しかも表11によると，田畑ともに62年までは継続して
値上がりをし，63年になってようやく値を下げている。そのうち徳島県の変動は表49のとおりで，四
国全体の平均よりも高い。Aは田畑とも59年まで上昇を続け，その年をピークに下ったり上がったり
している。58，59，60，63年は田より畑の方が高い。
　Bは大体Aより低い。本来余り変動のない地区域であるはずであるが，61年に突如田畑ともに異常
な値上がりを示している。これはC町に高速道路の建設，インターチェンジの設置が決まり，それを
受けて一時地価が暴騰したからである。ここでは63年までの間に，60年に一時若干の値下がりをみせ
たが，それ以外はずっと上昇を続けてきている。そして定石どおり田の方が畑より高いが，63年には
畑の方が若干高くなっている。Aの影響を受けたものか。
　いずれにしても，県全体をみれば経済地帯別に違った動きをみせる可能性はあろうが，なんらかの
要因があって農地価格の高騰に歯止めがかり，それによって地価の下落傾向が定着した，というよう
にいい切ることはできない様相を呈している。確かに表でみる限り徳島県でも，農地価格の上昇は鈍
化してきているが，依然として高い地価水準にあることに変りはない。そうした地価の高騰をもたら
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した原因の一つに，耕作目的であれ転用目的であれ，多額の売却益を期待して農地を保有したり，あ
るいは購入したりするという実態がある。土地は値上がりするものという「士地神話」が，ここでも
農地投機という異常現象を引き起こしている。
　そのため所有権移転による規模拡大が，本県でも望み薄になってきている。都市計画法や農業振興
地域整備法などによる土地利用規制が，農地価格の暴騰に対してある程度抑制効果を挙げてはいるけ
れども，高値に上り切った農地価格を，経営可能な水準にまで引き下げるだけの効力をもつとは思え
ない。それではと始めた農用地利用増進法による利用権設定で，中核的担い手農家に農地の利用集積
を行ない，規模拡大をはかろうとしたが，利用権設定の量的拡大も伸び悩んでいるという（5°）。こう
してみると本県でも，従来の土地立法の範囲内では，法律の部分的手直しや運用のいかんなどで，こ
の行き詰まりを打開する手立ては見付からないのではないか，という様に理解されるのである。
　〈都市隣接C町の場合＞
　C町は地方中核都市に隣接しているため，最近はそのベッド・タウンとして人口が急増している。
表50のとおりである。人口増につれて生産年令人口も増え，幼少年，高齢者との割合はほとんど変ら
ず，将来ともそのバランスを維持しようとしている。就業人口総数も当然増えているが，増える分は
多くを第3次産業に，一部を第2次産業に吸収してきたし，将来もその方針で，第1次産業人口は若
干の減少を見込んではいるが，それほど多い数ではない。むしろ余り変らない状態が続いてきたし，
将来も続くであろうと見られている。
　C町農業で特徴的なことは，専業農家が割合多いということである。農家戸数は40年から336戸も
減って60年には927戸になっているが，専業農家の割合である23．2％はほとんど変っていない。大幅
に減っているのは第1種兼業農家で，減った分は2種兼の方で増えている。（表51）表52で経営耕地
規模別農家戸数をみると，農家総数は減っているのに，0．3ヘクタール未満はほとんど戸数に変化が
表一50徳島県C町人ロの推移
（単位：人，％，世帯）
昭和55年
60
65
人
?
総　　数
19，713
22，619
36，100
70　　　　30，000
年 令 別
0～14　　　　15～64　　　　65～
5，429
（27．6）
6，178
（27．3）
6，850
（26．2）
7，500
（25．0）
12，839
（65．1）
14，698
（65．0）
17，150
（65．7）
19，850
（66．2）
1，445
（7．3）
1，743
（7，7）
2，100
（8．1）
2，650
（8．8）
総世帯数
5，272
6，180
7，300
8，600
就　　業　　入　　口
総　　数 第1次
9，380 1，359（14。5）
1，253
（12．0）
1，150
（8．9）
1，100
（7．2）
第2次
10，483
13，000
15，200
3，814
（40．7）
4，081
（38．9）
4，800
（36．・9）
5，500
（36．2）
第3次
4，201
（44．　8）
5，148
（49．1）
7，050
（54．2）
8，600
（56．　6）
（備考）　1．就業人口総数には分類不能の産業分も含まれる故第1次～3次の合計と合わない。
　　　2．国勢調査による。ただし65年は中間年次，70年は目標年次でいずれも推計である。
　　　3．　「C町総合計画」による。
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表一51徳島県C町専兼別農家戸数の推移
（単位二戸，％）
農家総数
昭和4・年（｝6認
　　45（1，214100．0）
　　・・（｝品
　　55（1，024100．0）
　　　　　　927　　60　　　　1（100・　0）
????
　296
（23．4）
　251
（20．7）
　209
（18．3）
　236
（23．0）
　215
（23．2）
兼
?
農 家
第　1　種　　兼 業
計
　420
（33．3）
　359
（29．・6）
　235
（20．5）
　154
（15．1）
　156
（16，8）
雇　用　兼業
小鵡常騨稼覗時雇
（，lll）i（、lll）
　336　　259
（27．7）（21．4）
　209　　175
（18．2）（15．2）
　143　　125
（14・0）1（12・2）
　138　F124
（14．9）1（13．4）
　111（0，9）
　　1
（0．1）
1
123
（9．7）
　77
（6．3）
　34
（3，0）
　17
（1．7）
　14
（1．5）
????
　50
（4．0）
　23
（1．9）
　26
（2．3）
　11
（1．1）
　18
（1，9）
第　2　種　　兼 業
?
一．
??
　547
（43．3）
　604
（49．　7）
　700
（61．2）
　634
（61．9）
　556
雇　用　兼　業
小計騨騨稼覗，纒
　429
（34．0）
　458
（37．7）
　543
（47．5）
　508
（49．6）
　461
（60．0）　；（49．8）
　322
（25．5）
　365
（30．1）
　447
（39．1）
　460
（44．9）
　434
（46．9）
　16
（1．3）
　3（0．2）
　3（0．3）
　2
　91
（7．2）
　90
（7．4）
　93
（8．1）
　48
（4．7）
　25
（°・　2）堰i2・　7）
????
　118
（9．3）
　146
（12．0）
　157
（13．7）
　126
（12．3）
　95（10．2）
（備考）　農林業センサスによる。
表一52徳島県C町経営栽地規模別農家戸数の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ha，戸，％）
降家醐・・未測・・一 ・・“…－1…一 2．O～
???????
???
対
昭和40璃
lll?
1，263
1，214
1，144
1，024
　927
268
258
335
291
265
216
207
227
207
162
367
358
303
273
248
270
254
181
160
144
120
106
81
71
78
????
???? ?100．0
100．　0
100，0
100．　0
100．　0
21．2
21．3
29．3
28．5
28．6
17．1
17．1
19．8
20．2
17．5
29．1
29，5
26．5
26．7
26．8
21．4
20．9
15．8
15．6
15．5
???? ??1．7
2．5
L5
2．1
3．2
??
　40
45／40
50／40
55／40
60／40
100．0
96．1
90．6
81．1
73．4
100．0　　　100．0　　　100．0
96．3　　　　　　95．8　　　　　　97．5
125．0　　　　　105．1　　　　　82．6
108．6　　　　　　95．8　　　　　　74．4
98．9　　　　　75．0　　　　　67．6
10 ．0
94．1
67．　0
59．3
53．3
100．0
88．3
67．5
59．2
65．0
100．0
136．4
77．3
95．5
136．4
（備考）　1・総農家数には例外規定を含む。
　　　　2．農林業センサスによる。
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表一53徳島県C町農産物販売規模別農家戸数の推移
（単位：万円，戸，％）
計1販売なし・・綱・・一…一・5・－1…一…－1…一…一1，000～
C
町
i
昭和45年
50
55
60
1，214
（100．0）
1，144
（100．0）
1，024
（100，0）
　927
（100．0）
　128
（10．5）
　280
（24．5）
　209（20．4）
　171（18．4）
鵤県「・・1・…22・・1・5．・
　559　　　255引
（46．1）　　（21．0）
　。－573－。
　　（50．1）
　351　　　106
（34。2）　　（10．3）
　290　　721（31．3）　　　　（7．8）
　　　　　　　1
（、、E3
（，．ll，
　621
（6．1）　1（6．3）
　58
（6。3）
　77145
（6．3）　1（3．7）
，，　163
（5．6）　1（5．5）
　64　　　76
　　　（7．4）
　33　　　39
（3．6）　　（4。2）
　12（1．0）
　65（5．7）
　63（6．2）
　82（8．8）
o
　20（1．7）
　49（4．8）
　51
（5．5）
　4
　0．3
　　9
（0．8）
　31
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（備考）　農林業センサスによる。
表一54最近における徳島県C町農地価格の推移
　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円／10a）
農用地区域内
中副中畑
昭和6副
62
21，210
21，210
50，000
15，150
農用地区域以外の区域
中田1中畑
63 21，210 15，150
15，150
15・　15°P
15，150
50，000
15，150
15，150
（備考）　L　徳島県農業会議r田畑売買価格等に関する調査
　　　　　結果』による
　　　　2．　自作地を自作地とし売買する揚合である。
なく，2ヘクタール以上は増えている。従って減っているのは中間層，特に減り方の激しいのは1～
1．　5ヘクタール層である。ホビー農家と相対的に大規模の専業農家に分化する方向にあるのであろうか。
　表53で農産物の販売規模別の農家戸数をみると，300万円以上層が増えている。これを徳島県全体
と構成比で比較してみよう。県全体では販売なしと50万円未満を合わせて57．7％に達するが，C町で
はそれ程でない。300万円以上を県全体と比較すると，割合はC町で28．7％県で11．4％である。専業
でかなりの規模で売上高の多いしっかりした農家が多い，ということである。徳島県は西洋にんじん
の産地で・大阪中央卸売市場への入荷量は北海道についで2番目に多い。C町はその中心的存在で，
62年の出荷量は全国の7％を占めて4位に，春夏にんじんは1位になった。水稲の作付面積は62年
288ヘクタールで・35年からは532ヘクタールも減っている。しかし10アール当たり収量は，35年の
329キログラムから60年496キログラムと大幅に増収となった。
　表54で最近の農地価格をみると，決して農業経営成立可能な価格とは思えない。高速道路，インタ
ーチヱンジが農地を黄金に変えてしまった，といえなくもない。それにも拘らC町では，既にみてき
たように専業農家は増え規模拡大が進み，土地の生産性を高め特産物を育てている。町の行政は「花
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　557　一
　　　　　　　　　　　　　　　　明治大学社会科学研究所紀要
と緑と太陽の町一環境の調和，心の調和をめざして一」をスn一ガンに，「町の発展にとって最も必
要なことは，単に，人口を増やし，ビルを建て，都市化を促進することではなく，いかにして，そう
した都市化によって生じる環境悪化や人心の混乱など社会のひずみを是正し，新たな社会のバランス
・調和を創造していく」か，これを目標にしている。そのため一定の地区単位にそれぞれのビジョン
と土地利用の方向を明確にし，それに沿って地区の個性をどう創りあげていくか，どの場所にどのよ
うな施設を配置するかという地区詳細計画を住民参加で策定，その計画に基づく環境整備をしようと
している。
　町の農政はこうした哲学と計画に基づいて推進されているが，町内各地区にそれぞれ特性をもたせ
ることによって，乱開発，乱転用を防ぎ，効率のよい都市近郊農業を育てようとしている。農協の貯
貸率は55年58，60年61とかなり高いが，C町については未だ，負債の固定化について深刻な例を聞く
ことはできなかった。行政，農協，農家が一体化し，住民参加の地域づくりがうまく軌道にのれば，
しだいに地域共同体の成熟が期待できるであろうし，そうした共同体の中で，都市と農村の調和を実
現し，豊かな農村づくりが可能になる，その可能性を示すこれはその一例ではなかろうか。
4　む　す　び
　農家負債の累積が甚だしく，農地価格の値下がりで農家の倒産離農，農協危機が取り沙汰されて久
しいが，かつて昭和初期農業恐慌時にも，農家負債問題が大きな社会問題になったことがある。それ
は不況による農産物価格の低迷と，零細小農の低所得によってもたらされた生活苦の問題であったが，
昨今のそれは，農産物自由化を背景とする米価・農産物価格の低迷と同時に，過剰投資による累積債
務固定化債務の問題である。
　ところで問題発生の根源は実は彼の河野「安上がり」農政にある。それ迄政府の農業投資は補助・
助成金を主としてきたが，ここで融資政策に切り換えられたからである。農家はそれを受ければ，た
とえ何がしかの利子補給を受けたとしても，借金は借金として元利返済の義務を負う。その後に始ま
った農業基本法に基づく農政，いわゆる農基法農政は，農工間所得格差を縮めようとするものである
が，本質的には高度成長政策の一環をなすもの（51）で，農業近代化を旗印に大量融資政策を展開したの
である。
　ところで農協は農家の組織率100％の団体で，この組織を通じて，あるいはこの組織によって融資
が行われるが，37年の段階では農家1戸当たりの借入残高は7万5，924円，うち農協資金によるもの
が3万9，239円で51．7％を占めている。さらに財政資金によるもの1万3，039円も，実は農協を経由し
て貸しつけられているのである。農業金融には制度金融と系統金融の二つがあるが，前者は国の農政．
に応じてそれを資金面から支えるもの，後者は農協系統による融資である。
　制度金融には農林漁業金融公庫（略称農林公庫）資金と農業近代化資金がある。前者は原資をほと
んど国家資本に仰ぎ，生産性向上のための設備資金が多い。構造改善事業が発足するとその関連貸付
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が増え，37年3月には公庫法の改正によって，農林漁業経営構造改善資金制度が加えられた。これは
生産に直結し政策に固く結び付いている。しかも貸付条件は制度金融中最も借り手に有利になってい
る。資金名・性格は次のとおりである。
①　農地等取得資金・未墾地取得資金一農業経営改善のための耕地拡大資金
②　果樹園経営改善資金・畜産経営拡大資金一選択的拡大の線に沿う成長農産物発展資金
③　農葉構造改善事業推進資金一構造改善事業を推進するための資金
　こうして公庫資金は，生産性向上のための規模拡大，選択的拡大，生産基盤整備といった，農基法
農政に密着しながら増額を重ねてきた。
　36年11月になると，農業近代化資金関係3法ならびに関係政令の公布をみて，ここにいわゆる農業
近代化資金制度が発足した。これの原資は農協資金で，都道府県が利子補給を行い，近代化資金にか
かる債務保証は農業信用基金協会が行うが，利子補給ならびに協会への出資に対して国がその2分の
1の助成を行うことになっている。制度金融にはこのほか開拓，災害融資，都道府県の制度金融があ
るが，しだいに前記二者に集約されてきた。
　ところがこの二つの制度金融が，農協系統金融の内部に重大な変化を生み出すにようになった。農
林公庫が創設されて以来農業金融は，長期が公庫，短期が農協（中金）と分化してきていた。それが
この近代化資金の発足によって，系統融資の長期化割合がしだいに大きくなってきたのである。こう
なると単位組合単独では原資に不足を来たすことになる。そこで36年度には貸付残高の34％，37年度
は51％を信連に依存し，単協貸付けの長期化が信連貸付けの長期化をもたらし，やがては農林中金に
影響が及ぶおそれも出てきていた（52）。
　それはともかく，農基法農政に躍らされて，多くの農家が経営耕地面積の拡大，あるいは果樹，野
菜，花卉，畜産，酪農等々，選択的に単作化による規模拡大に走り，施設化し装置化し，生産基盤整
備によって大型機械を導入するなどで，各種資金の借り入れを増やして行った。時あたかも土地ブー
ムで，地価の値上がりと農産物価格，なかんつく米価の上昇に支えられて，貸す方も借りる方も比較
的安易に対処してきた観がある。
　その間に農家も農協も，「経営は永続するもの」という，最も基本的なことを軽視し，従ってその
ための配慮を怠ってしまったのではないか。具体的には貸借対照表を無視した，極端にいえば知らな
かったということで，これだけの負債に対してはこれだけの利益を挙げなければ，いずれは経営が破
綻するという，経営計算の最も初歩のところを忘れてきてしまったのではないか。従って担保に入っ
た農地価格が下落すると否とに拘わらず，農基法農政に盲目的に躍った投資は，いずれは過剰投資と
して経営を圧迫し，経営の縮小ないし離農を余儀なくされる運命にあったのではないか。
　そこへ農家や農協にとっては思いもかけない農地価格の下落が起こり，農家はもちろん，その影響
が農協に及ぶ仕儀となった。すなわち10アール250万円と評価して農地を担保にとり，8割の210万
円貸した。価格が下って230万円になった。農家の負債が固定化しているので整理を要請し，農地を
手離させることになったが，第三者にあっせんしても，簡単に230万円で引き取る農家はいない。農
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業収益を無視して値上がりした価格であるからである。この時点で現実に処分を実行しようとすれば，
かなりの値下げ一例えば150万円程度まで一が必要になろう。150万円とすれば農協は，10アールに
つき60万円の損失を覚悟せざるを得ない。固定化負債を抱えた組合員が多数いる農協は，組合経営の
危機に直面することになる。組勘とか営農口座に起因する農協危機が，各地で取り沙汰されている。
　ところで新たな買い取り者に対して，農林公庫の土地取得資金があっせんされるが，公庫もその土
地を担保にとる。新たな取得者が返済不能に陥ると，恐らく土地の新たな引き取り手はいないであろ
うから，農家の固定化負債問題は処理を誤ると農協危機から，更に公庫による土地集積へと発展する
可能性がある。昭和初期農業恐慌の過程で，勧業銀行（当時）に抵当流れの土地が集積，一大銀行地
主が出現したことがある。公庫に農地が集積すれば，公庫が大地主になる可能性がある。これは事実
上の国有で，農家負債の激増が農地の国有化をもたらす契機になるかも知れない。
　国が抵当流れの土地を大量に抱え込んでも，それだけでは意味がない。土地は利用してはじめて意
味がある。そのような事態になったら，土地は希望者に耕作させて利用税をとることになるのか。し
かしそれだけでは貸付金を回収できないから，それに見合う額の地券を小口化して発行し，それを市
場に流通させたらどうか。地券はインデクセーションによって価格が決まるようにする（53）が，利子は
利用税との見合いで決められるようなシステムにする。
　こうして更に積極的に全国の農地を地券化する方策をたてる。農地の買収を地券をもってするので
ある。そうすることで買収費が財政を圧迫するのを防ぐ。元の所有者はインデックス地券の交付を受
けるから財産を失うことはない。資産が不動産から動産に変るだけである。農地の利用は元の所有者
でもいいし別の希望者でもいい。ただし利用税を払う義務を負う。所有と利用が分かれるが，土地の
管理機能を直接国が担うことは難しいので，農協，公社，あるいは株式会社，集団組織等地域の実情
に則した機関が担うことになろうが，国，管理者，利用者三者の間の調整iには，農業委員会の発展的
機関が当たることになろう。
　以上の過程はどこまでも過渡的なもので，最終的には分離した所有，管理，利用が一体化した組織
に，個人が組み込まれて行くことになるであろう。どのような組織が成立するかは前の段階と同様，
地域の実情に則して決まることであろうが，どこまでも所有，管理，利用が組織を通じて一体化する
のであるから，利用は個人が行っても，それはいわば組織からの請負いとなる。その点に関する限り
中国の「生産請買割」に似た部分もある。
　最近のわが国の傾向は，税制の面から地価の抑割，鎮静化をはかろうとしているが，税制はどこま
でも補助的手段で，地価を根本から規制できる方法ではない。しかし菅直人代議士（社民連）の提唱
する地価の自己申告制などは，ある程度の有効性を認めることができる。これは孫文の三民主義に基
づいて台湾で実施されている制度である㈹。すなわち現在地の所有を継続したい者は，時価よりはる
かに低い地価を申告して固定資産税を少なくすることができるが，その土地を売る時には時価との差
が大きいであろうから，莫大な「土地増価税」を支払わなければならない。もともと売る意志がある
場合は，初めから実勢価格に近い地価を申告する。固定資産税は高くなるが売る時の増価税は少なく
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てすむ。こうしてこの制度は，値上り益を期待して土地を持っていても損になる，ということで，土
地の供給を増やし地価の上昇を抑えようとするものである。
　しかし，この制度には基本的な欠陥がある。どこまでも市場原理を基本に供給を増やそうとしてい
るわけで，台湾のように急速に発展している地域では，土地の需要は極めて活発であるのに，それに
対応して供給が十分に行なわれることはない。強い値上がり基調の支配する経済社会で，たとえ税制
をもってしても，市場原理を維持しながらなお地価を抑割することは，なかなか難しい業といわざる
を得ない。最近の情報によれば，台湾でも地価の高騰がやまなくなっているという。
　このようにみてくると，地価という現象を追いかけてみても地価問題は解決せず，結局は土地所有
制度の問題に踏み込まざるを得ないのではないか，という思いに達する。土地基本法は土地について
「公共の福祉優先」をうたっている。四つの基本理念は明らかに土地が公共財であることを意味して
いる。株価のバブルが破れて日本経済が正常化に向っている時，公共財である土地がいつまでも市場
原理に委ねられ，高値を持続していていいのかとい疑問が湧く。世界が今近代の終焉に向っている㈹
時，市場原理を離れた土地政策，農地政策の速やかな確立が望まれる。
（後記）
　本報告は明治大学社会科学研究所1989年度特別研究によるものである。現地の調査を重んじ各地で調査を実
施したが，事の性質上真相に迫ることが困難な場合が多く，また知り得た事実も公表できない場合があり，多
くのデータをそのままの形では使用できないでいる。しかし個々のデータは一般的考察の裏付け材料に生かす
ことができた。不十分ではあるが今回はこれで満足するしかない。調査に当たって各地の行政当局，農業委員
会，農協，農家の方々，それに卒業生の諸君から，格別の御厚情と御便宜を頂いた。また社研の各位からはこ
の貴重な機会を与えて頂いた。いずれもここに，改めて深い感謝の念を捧げるしだいである。
注
（1）　国土庁土地局監修，土地問題研究会編『図説　日本の土地問題』目本経済新聞社，昭和50年，128ペー
　　ジ。
（2）　同，136ページ。
（3）臨時行政改革推進審議会（新行革審）が同審議会の土地対策検討委員会（土地臨調）の最終報告に基づ
　　いて内閣総理大臣に答申した「地価等土地対策に関する答申」（昭和63年6月15目）を受けて政府が閣議
　　決定したものである。実はその前に土地臨調の中間報告（昭和62年10月12目）があり，それを受けて緊急
　　土地対策要綱を閣議決定（同年10月16日）している。これはどこまでも短期の緊急地価対策が中心で，国
　　土利用計画法による監視区域の拡大，超短期土地譲渡課税の重課，金融機関の不動産業に対する融資の自
　　粛等である。それに対してこの要綱は中長期の土地対策を示している。内容の概要は次のとおりである。
　　①　土地対策の基本的認識一土地利用は公共の福祉優先，利用による受益に応じた負担必要。
　　②　土地対策
　　　に｝首者倒幾能，都市。産業機能等の分散
　　㈹　宅地対策等の推進一宅地開発，都市再開発の促進，交通アクセスの整備。
　　幽　土地の有効・高度利用の促進一市街化区域内農地，工場跡地等低・未利用地の利用促進，空中・地
　　　下の利用促進。
　③　住宅対策の推進一政府の計画樹立，公的住宅供給の促進，持家取得促進のための措置，借地借家制度
　　　の見直し。
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　　④　土地利用計画の広域性・詳細性の確保一土地利用，都市計画の具体的実現方策の策定，線引き・用途
　　　地域見直しの必要性。
　　⑤　都市基盤施設整備の促進一首都圏整備計画に従い，開発利益の還元等をはかりながら，民間活力を導
　　　入，実効性を確保すること，このためには土地収用制度，公共用地の先買い制度の拡充，公共用地等の
　　　効率的利用をはかること。
　　⑥　地価形成の適正化一緊急土地対策要綱の着実な運用，取引市場の整備，地価公示制度を再検討し公的
　　　土地評価の適正化，相互関連の確保。
　　⑦　土地税制の活用一土地保有税，相続税の適正化。
　　⑧　国公有地の利活用等一未・低利用地の活用。
　　⑨　土地に関するデータ整備。
　　⑩　土地行政の総合調整の推進等一土地対策関係閣僚会議の積極的活用と国・地方公共団体の連携協力の
　　　必要性。
　　　　土地問題研究会・働日本不動産研究所編r土地問題事典』東洋経済新報社，123～4ページ。
（4）　中曽根内閣は東京一極集中を前提として，東京の基盤整備を民活で行なう方向を一貫して追求。同，200
　　ページ。
（5）難波田春夫「インフレは富士山型で」r経済通信』第9号，日本経済研究会，20～22ページ。
（6）　「図説・目本経済」rエコノミスト』臨時増刊，昭和62年4月13日，88ページ。
（7）銀行以外の有力な金融機関に生命保険会社がある。大手生保7社の発表によれば平成元年9月末現在，
　　不動産投資残高4兆5，877億円で，対前年同月比23．1％，金額にして9，345億円の増，この間の総資産の伸
　　び率18％を大きく上回っている。r日本経済新聞』（以下r日経』）平成元年11月9日（木）朝刊。
（8）全国銀行協会連合会会長宮崎邦次氏（第一勧業銀行頭取）によれば，全国銀行のノンバンク向け融資残
　　高が急増し，平成元年3月末で50兆円を超していた。全銀協がノンバンク向け融資としたのは，「その他
　　金融業」「物品賃貸業」向けの都市銀行，地方銀行，長期信用銀行，信託銀行の融資の合計。62年3月末
　　36兆9，253億円と前年比24．6％増，63年3月末22．4％増と急増を続け，元年3月末残高は12，7％増の50兆
　　9，381億円となった。r日経』平成元年11月22日（水）朝刊。
（9）　この問題にっいては田中啓一r土地の経済学』講談社現代新書，講談社に詳しい。ここでは土地本位制
　　資本主義という呼び方がなされているが，世界一高い日本の地価の背景にある日本経済の特異性が，簡潔
　　に論述されている。
（10）土地が信用の源泉になるという意味で，金融の「土地本位制」という言葉が生まれて来たが，これはや
　　はり正常な姿ではない。そもそも信用の源というものは，土地などの実物資産や金融資産，それに知的資
　　産一技術力，特許など一とか人的資産，あるいはもっと広く自然環境までをも含むはずであるのに，土地
　　だけが唯一絶対の信用源となって，資金の流れが土地に集中するようになったのである。目本経済新聞社
　　編r繁栄の基盤を崩すもの一土地を考える』日本経済新聞社，187ページ。
（11）前掲r土地問題事典』77te・一ジ。
（12）　同，78ページ。
（13）野口悠紀雄「土地問題の本質と根本的解決法」r週間東洋経済』平成元年9月30目号，東洋経済新報社，
　　38ページ。理論地価とは「オフィスや賃貸住宅の賃貸料から，ビルの建設費や実際の容積率などを考慮に
　　入れて計算した」ものである。これを収益還元地価という。この収益還元地価と現実地価とは，これをス
　　トック価格とフロー価格と呼ぶこともできるが，いずれにしても両者の差は，投機要因に支えられてでき
　　たもので，従ってこれはバブルと呼ぶにふさわしいものであろう。
（14）通貨供給の推移を日銀券の発行高と（M2十CD）サプライの対前年比でみると昭和61年（平均）日銀券発行
　　高5．5，（M2十CD）サプライ6．9，62年1月は8．6と6，6，同2月10．1と8．8，同5月1L6と10．2，9月は10．4
　　と11．・1で，日銀券の方は62年2月から前年比ニケタの増勢となった。過剰流動性（カネ余り）である。なぜ
　　そうした事態になったのか。これには日米間のカネの流れが根本のところで関わっている。わが国の経済
　　が飽和状態に達したのは1970年代後半からで，ECはその10年前の60年代後半，アメリカは20年前の50年
　　代後半に経済が飽和状態に達していた。アメリカやECは，経済が飽和状態に入ると当然のように低成長
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　　に陥ったが，わが国の揚合そうはならなかった。高度成長期を経て国内需要をみたして余りあるまでに発
　　達した過剰生産力は，輸出によって高度成長の持続をはかった。輸出に激しいドライブがかかり，こうし
　　て輸出優先型の経済産業構造をつくり上げたのである。昭和51年の輸出超過額はまだ24億ドル程度で，輸
　　出入はほぼバランスがとれていた。それが10年後の61年には，出超額927億ドル，39倍にふくれ上ったので
　　ある。主たる輸出先は，軍需産業を優先し民生産業をおろそかにしたため，産業の「空洞化」を引き起こし
　　いるアメリカであった。それはともかく，927億ドルをどうしたかというと，それを国内で円に替えて，拡
　　大再生産の用に供しようとしても，国内経済が飽和状態であるからその方法がない。ところがアメリカは
　　財政赤字で，毎年巨額の国債を発行している。消化し易くするため金利を高くしてある。わが国は輸出で
　　稼いだカネにユーロダラーから借金してまで，年間930億ドルの外債を買った。アメリカは輸出と国債とで
　　二重に日本に儲けられている。貿易摩擦を騒ぎ立てる一方で，G5との話し合いで60年9月から，従来の
　　円安ドル高を円高ドル安に変え，目本の輸出を減らそうとした。しかしわが国の産業界は円高を乗り越え，
　　さらに輸出にドライブをかけた。対前年比65％の大幅増となった。62年になるとさらに円高ドル安を進め
　　たが，わが国の輸出はほとんど衰えをみせなかった。ところがこの円高ドル安政策が，アメリカ自身の首
　　を締めることになった。アメリカの国債が売れなくなったのである。理由は簡単で，アメリカの国債を大
　　量に購入していたのは生保（生命保険会社）などの機関投資家で，ドル安が進んだため主要生保は合計1兆
　　7，000億円（62年3月期実績）の損失を蒙り，以後アメリカ国債の購入を手控えたのである。つまり従来は
　　輸出で儲けたドルはアメリカに還流していた。それが還流しなくなったわけで，ドルは円に替えられて国
　　内に滞留し，過剰流動性，カネ余り現象を引き起こすことになった。難波田，前掲論文，6ページ以下。
（15）難波田，同。
　　　行き揚のないカネが土地と株式市揚に流れ込み，地価と株価の異常な高騰を引き起こした。奥村洋彦・
　　野村総研経済調査部長は，これを「ストック・インフレ」としている。r朝日新聞』（以下r朝日』）平成元
　　年5月31日（水）朝刊。
（16）r日経』平成2年6月7日（木）朝刊。
（17）『朝日』平成元年7月7日（金）朝刊。
（18）r日経』平成元年6月26日（月）夕刊。
（19）　「土地基本法」（案）国会提出に至るまでの経過は次のとおり。政府は土地問題に対処するため，土地臨
　　調（昭和62年8月，臨時行政改革審議会内設置の「土地対策委員会」）に対し土地政策を諮問，63年6月
　　15日答申，これを受けて政府は同28日，「総合土地対策要綱」を発表，答申に示された施策の実施を示し，
　　更に竹下首相は答申になかった「土地基本法」制定準備を指示した。内海国土庁長官は私的諮問機関「土
　　地基本法に関する懇談会」（土地問題専門家17名）を招集，63年12月23日，同会は長官に対し「土地基本
　　法の考え方について」意見を具申した。これを受けて長官ならびに政府は「土地基本法」（案）を策定，
　　国会に提出した。前掲『土地問題事典』250ページ。
（20）「土地基本法をめぐって」（座談会）『ジュリスト』Nα　952，3月15日号，平成2年，18～9ページ。
（21）国土庁編r土地白書』（平成2年版）143～4ページ。
（22）前掲rジュリスト』18ページ。
（23）　同。
（24）　国土利用計画法（昭和49年）に基づく監視区域制度によって，地価が急騰している地域等を都道府県知
　　事または指定都市の長が「監視区域」として指定し，当該区域における土地取引の届出対象面積の下限を，
　　都道府県等の規則によって引き下げ，従来届出の対象となっていなかったような小規模な土地の取引にっ
　　いても，届出を義務づけることを可能にするもの。なお平成元年10月27日の通達で，地価上昇の未然防止
　　のため，監視区域の先行指定及び指定後も上昇の著しい場合の届出対象面積の引き下げをも可能にした。
　　前掲r土地白書』144ページ以下。
（25）『朝日』平成元年5月20日（土）夕刊。
（26）r朝日』平成元年10月27日（金）夕刊。対象業界団体は全国貸金業協会連合会，抵当証券業協会，住宅
　　金融協議会，リース事業協会，全国信販協会，日本クレジット産業協会で，このうち信販，リース，クレ
　　ジットの3団体は，監督官庁の通産省が要請した。
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（27）『日経2平成元年10月28日（土）夕刊。
（28）　『朝日』平成元年11月3日（金）社説。
（29）『日経』平成2年9月1日（土）朝刊。
（30）『朝日』平成2年8月1日（水）朝刊。
（31）「土地を考える」『日経』平成2年7月4日（火）朝刊。
　　　大藤省・日銀は地価抑制策の一環として不動産向け融資の総量を規制，ノンバンタ向けなどの融資実態
　　の報告を銀行に課しているが，大藤省・日銀の要請により住友銀行が報告した内容によると，平成2年6
　　月末におけるイトマン（繊維中心の中堅商社，多角化の一環として不動産事業進出，ここ2，3年で不動産
　　投資急拡大，主取引銀行・住友）の不動産・有価証券関連投融資額は1兆3，500億円強，この3カ月間で約
　　2，450億円の増で，そのうち不動産業向け中心の貸付金は合計1兆円以上。その結果有利子負債は約2，000
　　億円増加して1兆4，600億円を上回った。これら投融資額のかなりの部分が固定化しているか，含み損を
　　抱えた資産がある可能性があり，銀行による調査が急がれている。r日経』平成2年9月16日（日）朝刊。
（32）前掲『ジュリスト』28～9ページ。
　　　なお「白地」の穴埋めをし，そこでの地区計画を可能にする仕組みが求められているが，そのためには昔
　　から懸案になっている条例で土地に対する規制ができるようにすること，具体的には地方自治法2条3項
　　18号を削除すること，という見解がある。同，28ページ，座談会司会・成田頼明（横浜国大教授）発言より。
（33）　日本農業年報XV『土地問題一農政の焦点一』お茶の水書房，26ページ。
（34）梶井功『土地政策と農業』今目の農業問題・6，家の光協会，63・v　4ページ。
（35）　同，68A：　．一ジ以下。
（36）　日本農業年鑑刊行会編r目本農業年鑑』1975年版，家の光協会，165ページ。
（37）なお昭和48年度に貸付限度額の引き上げが行なわれ，農地保有合理化事業関連等の特定取得については，
　　個人600万円，法人2，400万円となった。同，165N　6　ne一ジ。
（38）全国農業会議所r田畑売買価格等に関する調査結果』（概要）（1988，89年）。
（39）同。
（40）　同。
（41）天間征「農家の経営能力と負債問題」r農業と経済』昭和61年12月，8　・e　一一ジ。
（42）　天間，同，9ぺ一ジ・
（43）北海道農業会議r本道における離農，転職等に関する調査結果報告書』昭和61年2月に詳しい。
（44）天間，前掲論文，10ページ。
（45）　山田定一「負債問題で問われる組勘制度等の農協金融指導」r北方農業』北海道農業会議，1986年4月
　　号，12ぺ＿ジ。
（46）北海道総合文化開発機構r冷害被災農家経済調査』昭和60年2月。天間，前掲論文，11ページ。
（47）天間征「農家負債の発生メカニズムと負債解消対応」前掲『北方農業』7ページ・
（48）秋田県農業会議r田畑売買価格等に関する調査結果』（昭63年度）平成元年3月，23・Ae　．一ジ。
（49）　山形県農業経営者連絡協議会r昭和63年報告書一経営の自立に向けて一』平成元年，16ページ。
（50）相原慎二「農地の価格動向と土地利用」徳島県農業会議。
（51）拙著『日本農業協同組合論』地球出版，200ページ以下，特に236ページ。
（52）　同，244～9ページ。
（53）土地の証券化については次の論文をみられたい。例えば野口悠紀雄「証券化こそ土地問題の切り札」
　　『週刊東洋経済』迎春特別号（平成2年1月13日）24～31ページ。「“不動産証券化”のすべて」r週刊ダイ
　　ヤモンド』平成2年6月9日号，18～22　tq　・一ジ。なお不動産の証券化については金子栄作『二っの証券
　　化』東洋経済新報社，第6章参照のこと。
（54）台湾の憲法では「土地の価値の増加額は労力や資本の投施によるものでなければ，国家が土地増値税を
　　徴収することによって，人民がこれを共亨する」とある。
（55）難波田春夫rQuQ　Vadis，　munde？（世界よ，どこへ行く）」r経済通信』第22号，日本経済研究会参照。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（てらだ　よしなが）
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